
2009.6 VOL.13
M O N T H L Y  S U R V E Y

F F G 調 査月報
寄稿
九州企業のアジア交流戦略 ～世界同時不況後を見据えて～

寄稿
製造業の緊急課題と競争力強化への取り組み



FFGのお取引先企業をご紹介します。�
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株式会社中島田鉄工所

代表取締役社長 中島田正�氏

取引店 福岡銀行 久留米営業部

有限会社松本農園

代表取締役 松本博美氏

取引店 熊本ファミリー銀行 益城支店

株式会社琴花園

代表取締役社長 大塚正則氏

取引店 親和銀行 大村支店
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に聞く�

世界屈指のヘッダーメーカー

－１９１１年に創業者である私の祖父
が中島田鉄工所を創業したのが当
社の始まりです。創業以来一貫して
自社開発の機械製造を生業としてき
ました。当初は番傘の骨組みを割る
機械や、肥料の配合機などを製造し
ていました。その後、当社の礎となる
工作機械、自動車のクランク軸研削
盤、大型バスの洗車機などを手がけ、
１９６０年頃に取引先からの要望を受
けて今の主力製品であるヘッダーを
開発。その後ヘッダー技術を応用し
てより複雑な形状の部品を製造する
フォーマーも手がけ、これまでヘッ
ダー、フォーマーの累計生産台数は
８，５００台以上に達しています。高い
技術力が評価され、国内だけでなく
世界でも屈指の高いシェアを有して
います。

あらゆる産業に欠かせないヘッ

ダー、フォーマー

－ヘッダー、フォーマーとはあらゆる
工業製品に組み込まれるネジやさま

ざまな圧造部品を製造するプレス機
械のことです。一般的にプレス成型
を２回まで行なう機械をヘッダー、そ
れ以上の回数のプレスを行なって複
雑な形状の部品を製造する機械を
フォーマーと呼んでいます。当社は
その中でも材料の直径が１．０�以下
の超小型から２０．０�までの中型
ヘッダー、フォーマーに特化しており、
特に直径２．５�以下の製品を作り出
すヘッダーにおいては世界シェアの
５０％、日本シェアの８０％を占めてい
ます。当社の製品はその高い精度が
認められ、これまでは「ヘッダーでの
製造は不可能」とされてきた時計、パ
ソコン、携帯、液晶などのマイクロ製
品や自動車、飛行機などの重要保
安部品の生産に多く使われています。

精度の高さとオリジナル技術への

こだわり

－当社の属するヘッダー産業は成熟
産業であり、１９６０年頃はヘッダー製
造を手がけていた企業は国内だけ
で２０社くらい存在していたのですが、
今では３社くらいにまで淘汰される
という厳しい世界です。その中で当
社が勝ち残ってくることができたのは

「精度の高さ」と「オリジナル技術」と
いう強みを有していたからだと思い
ます。
当社では私が副社長に就任した
後の１９７０年頃からは、「得意分野で
の圧倒的な強さ」を追求するため、事
業領域をヘッダー・フォーマーのみに
絞りました。そして、高い精度を求め
られる工作機械製造によって培われ
てきた精度の高さや、他社の真似は
決してせずオリジナルを追求すると
いう創業時からの社風を活かして、
小型で複雑な部品を金型に食い込ま
せて運ぶ「フィンガーレス・トランス
ファー」機構など、競合他社を圧倒す
るような製品を生み出してきました。こ
の高精度とオリジナル技術を最大限
活かすため、先進の生産設備を導
入しつつ、設計開発は全て社内で行
ない、機械に使用する部品加工も
７０％以上を内製化しています。

「全員正社員、同じ土俵」で技術を

蓄積

－当社は全社員の内１名を除いた
９９％が正社員です。残りの１名も本
人の希望によってパート採用となっ
ており、会社としてはあくまでも「全員
正社員、同じ土俵」を基本としていま
す。社員の定着率も高く、その社員の
多くが、当社の強みである高精度実
現のために不可欠な工程である「き
さげ」の技術を習得しています。「きさ
げ」とは製品の組立時に耐久性を向
上させるために摺動面をすり合わせ
る（平面度を確保しながら表面に傷
をつける）作業であり、人の手によっ
てでしか行なう事ができないもので
す。ヘッダーメーカーの中でもきさげ

■創 業：１９１１年５月
■設 立：１９５１年１０月
■所 在 地：福岡県八女郡広川町
■資 本 金：４５百万円
■従 業 員：１３６名
■事業内容：プレス機械の製造
■主な製造品目：ヘッダー、

フォーマー
（圧造部品製造機械）

■製造拠点：本社
（福岡県八女郡広川町）

株式会社中島田鉄工所

中島田 正�氏
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にここまで力を入れているのは当社
くらいではないかと思います。また、
各社員が身に着け、蓄積してきた技
術は単に伝承していくのではなく、常
に新しい技術を求めていくことで機
械の進歩についていくことが大切で
す。当社の強みである精度の高い製
品作り実現のためには、こうした職人
技と最新技術の融合が必要だと考え
ています。

新たな市場開拓を目指して

－現在、新品よりも安価に提供できる
中古装置を突破口に海外、特に中国
を始めとした新興国市場の開拓を目
指しています。当社には今まで生産
した８，５００台分全ての図面が残され
ているため、どのような古い機械・部
品であっても、供給責任を果たすた
めに顧客の要望に応じてオーバー
ホール・部品供給を行なってきました。
５０年以上前に手がけていた大型バ
スの洗車機用の部品もいまだに供給
しています。この経験を活かして、当
社が以前に販売した中古装置を買
取り、新品同然に整備して販売する
ビジネスを展開しています。中古装
置の再利用は、資源の再利用という
環境面への配慮とともに、これまで
海外メーカーに比べて高精度ではあ

るが高価格であった当社の製品を、
高精度という特徴はそのままで安く
提供することで、新たな市場を開拓
できるのではないかと考えています。
また、新品では中古品との棲み分
けを図るため、常にその時点での最
高のものを目指しています。海外の
展示会などに積極的に出展し、海外
の先進機械の研究も行なっています。
最近では量産化で幅広く利用される
ヘッダーだからこそ必要だという考
えから「省エネ、省労力化による環境
問題への対応」という付加価値をつ
けることに注力しています。

これからも挑戦

－当社はこれまで顧客からの注文に
応じて、既存技術では対応できない
ものでは新たに機械、金型を開発し
て、あらゆるものを作ってきました。そ
のためカタログに記載しているモデ
ルだけでも競合他社の数倍となる７０
機種以上となっています。世界的な
景気低迷や円高の影響を受けて今
後しばらくは厳しい時代になると思わ
れますが、その中でも「精度の高さ」
や「オリジナル技術」にこだわり、顧
客満足の実現のための挑戦を続け
てまいります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

当社の機械は精度の高さなど

が世界でも高く評価されており、

その機械によって作られた部品

は世界中で幅広く使用されてい

ます。これも、当社が「オリジ

ナル技術」や「精度の高さ」へ

徹底的にこだわりながら、顧客

満足を追求し続けてきた賜物で

はないでしょうか。現在も新た

な挑戦を続けている当社が、今

後世界でのプレゼンスを更に高

めていくことを期待いたします。

当社の製品「MST６０６」 当社の製品で生産された圧造部品 視察風景
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世界で通用する農産物生産管理を
行なう農業生産法人
－当社は今から１８年前に農業生産
法人として設立いたしました。主な
生産品は人参、大根などの根菜類な
どです。当社では生産だけでなく出
荷加工まで手がけ、大手量販店など
に販売しています。耕作面積も徐々
に広げ、今では圃場数が１４０箇所以
上、作付面積は年間延べ約５０ヘク
タールに広がっています。「できるだ
けお求めになりやすい価格でハイク
オリティな農産物をより多くの人に届
けたい」という思いで、独自の生産管
理システムを構築し、世界で通用す
る農作物生産管理に取組んでいま
す。

安全・安心をイメージで語らず、
高度な生産管理システムを構築
－現在、食の安全・安心に対する関
心が高まっています。当社では安
全・安心について「国産だから大丈
夫」というような「イメージ」では語ら
ず、また、自社生産物に対して「安
全」という表現は使いません。安易に
「安全」というイメージに頼らず、独自
の生産管理システム構築や様 な々外

部認証の取得を行い、客観性を有し
た信用に足る信頼性の確保に努めて
います。
まず、当社が構築している生産管
理システムでは、従業員が４Ｗ１
Ｈ（いつ、だれが、どの圃場で、どの
作物に対し、どのように作業したの
か）のデータを作業日誌的に入力す
ることにより生産情報の管理を行なっ
ています。安全性確保のためには、
「未然に防ぐ」だけでなく、「万一事故
が発生したときに迅速に的確な対応
をとる」ことも重要だと考えており、そ
の対応のために、生産管理システム
を活用し、情報深度を高めたトレー
サビリティーの強化に努めています。
また、外部認証の取得に関しては、

２００６年に農産物の生産内容（農薬・
肥料の使用状況）を公開する「生産
情報公表日本農林規格（ＪＡＳ）」を
国内で初めて取得し、０７年にはヨー
ロッパで主流となっている安全管理
手法「グローバルＧＡＰ」を取得、０８
年には農産物の安全管理において
検証可能な手法を要求している品
質マネジメントシステムの国際規格
「ＳＱＦ（Safe Quality Food）１０００」
の認証を取得いたしました。この３

つの認証を取得することで、国際的
にも通用する外部の客観的な評価を
得ることができました。ここまでの取
組みを行なっているのは国内では当
社だけです。
更に、当社では契約農家に委託
せず、生産から出荷までほとんど全
てを内製化しています。一般的な農
業法人の事業形態とは異なり、農業
生産法人としては珍しい形ですが、
生産管理徹底のためには必要だと
考えています。当社の生産管理シス
テムは国内外で高い評価を得ており、
当社の生産物は国内だけでなく香
港、加工品においては欧州など海外
へも輸出されています。

生産管理システムを経営品質向
上にも活用
－こうした生産管理強化の取組みは、
単に安全性の追求だけが目的では
ありません。集めた情報を自社の経
営品質向上に活用することも大きな
目的です。生産管理の取組みを継
続的なものとするためには、その取
組みが自社にとってもメリットのある
ものにする必要があると考えていま
す。当社の生産管理システムでは、
圃場毎に投入した人的コスト、か
かった作業時間、農薬量などを把握
することが可能となっており、その結
果を基に作業の効率化、いわゆるカ
イゼンに努めるなど、生産管理シス
テムを活用してこれまでの日本の農
業生産現場にはない経営管理の手
法を取り入れています。

ワクワクするようなストーリーを
示し、担い手確保
－今、日本の農業で最も深刻な問題
は、将来にわたる農業の担い手不足
です。担い手確保のためには、若者

■創 業：１９５５年４月
■設 立：１９９１年９月
■所 在 地：熊本県上益城郡益城町
■資 本 金：８百万円
■従 業 員：３５名（パートを含む）
■事業内容：農産物の生産およ
び出荷加工
■主な生産品目：各種野菜
（人参、タマネギ、大根、ごぼう、
里芋、ネギ、ソラマメ、オクラ）
切干大根、米
■農作業場：熊本県上益城郡益
城町（年間延べ作付面積約５０
ヘクタール）

有限会社松本農園

松本 博美氏

04 FFG調査月報 2009年6月



にとって農業が魅力的な産業だと思
えることが大切だと考えています。当
社には今年大卒も含め２０代の新人
４名が入社しました。３年ほど前に
は上場企業の内定を断って入社した
者もいます。その理由は「世界への
挑戦」という目標を掲げて様 な々取
組みを進めている当社のことを知っ
て、「農業の可能性を感じた」からと
のことでした。このように、従業員が
「ワクワクする」ようなストーリーを示す
ことは従業員の確保だけでなく、モ
チベーション向上、定着率向上にも
繋がっています。
従業員の育成にも注力しています。
生産管理システムがきちんと機能す
るためには、そのシステムを利用す
る従業員の教育が必要不可欠だか
らです。従来の農業には「仕事は見
て覚える」という親方気質のようなも
のが存在しており、一人前の担い手
となるためには１０年はかかる、と言わ
れていましたが、当社では作業の標
準化を進め、より早期に一人前となれ
るような育成に努めています。また、
技術面に加えて、従業員一人一人
が「指示待ち」ではなく、責任感を
持って「自主的な行動」ができる人
材となれるような育成にも努めていま
す。

世界への挑戦のため新たな挑戦
－当社では現在、世界トップの生産
管理システム、マネジメントシステム
実現を目指して、新たな挑戦を行
なっています。一つ目はトレーサビリ
ティー技術の更なる向上です。現在、
万一当社が提供した商品から残留
農薬が見つかった場合、その原因を
特定し、対象商品の回収を販売先に
求める対応を５分で行なえるシステ
ムを構築するための開発に取組んで

います。もう一つが農産物の生産過
程で生じるＣＯ２排出量のモニタリ
ングシステムの開発です。これは単
に、環境問題への配慮だけではなく、
ＣＯ２排出量を正確に把握するた
めにはこれまで以上に厳格な生産管
理を行なわないといけないため、そ
れによって、圃場毎に行なわれてい
る作業や使用しているエネルギーを
より正確に把握することができ、作業
の効率化、エネルギー使用の効率
化などのカイゼンにも繋がると考え
ています。その他、入出庫の管理な
ども行なえる次世代型バーコードを
利用した開発にも取組んでおり、生
産管理システムの海外展開も視野に
入れています。
日本の農業は非効率の代名詞の

ように言われていますが、品質と価
格のバランスを考えるとアメリカ、フラ
ンスなど海外の生産物に比べて高
価とは言えません。また、日本の強み
である「きめ細やかさ」を生かせば、
海外でも勝算があると考えています。
当社では、「農業の産業化と日本産
農産物のブランド化」を最終的な目
標に、これまでの国内農業にありが
ちな「受け身」の姿勢ではなく、自らに
何ができるかを問いながら新たな挑
戦に取組んでまいります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

食の安全・安心に対するニー
ズの高まりや、食料自給率向上
の観点等から農業に対して注目
が集まっていますが、その振興
に向けては様々な課題が存在し
ています。当社の「高度な生産
管理システム構築」や「一般企
業の考えを取り入れたマネジメ
ントの実施」という取組みは、
「儲かる農業＝農業振興」実現
のためのビジネスモデルの一つ
を示していると思います。常に
先を見つめて挑戦を続ける当社
が今後日本、そして世界の農業
を牽引していく存在となること
を期待いたします。

商品写真 視察風景
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若い頃から花の生産販売を志す

－私の実家が農業を営んでいたこと
もあり、私は若い頃から特に花が好き
で、将来は花の生産販売で生計を立
てたいと考えていました。園芸高校
を卒業して一旦は地元企業に勤めま
したが、園芸の勉強をしたくて国内
有数の植木生産地である愛知県稲
沢市の園芸場に勤務しました。２年
間の勤めを経て地元である大村に戻
り、早速、花の生産販売やリース業を
始め、お客様からの依頼が増え始め
ていた造園の仕事へも少しずつ事
業範囲を広げていき、１９６７年に会社
を設立しました。

花や緑を通じて地域社会への貢献

と従業員の生活向上を果たしたい

－事業活動を通じて願うのは、花や
緑にあふれるゆとりある空間を皆様
に届け、地域の人 の々健康と幸福の
お手伝いをしながら地域社会に貢
献し、その結果として従業員の生活
が豊かになることです。言い換えま
すと「顧客に喜ばれること」「地域社

会に貢献すること」「社員の生活を豊
かにすること」、この３つの実現のた
めに自ら努力するとともに、様 な々関
係者と協調協同の精神をもって経営
に取り組みたいと考えています。

花に関するあらゆるサービスを

提供

－わが社の取り扱う花と植物の数は
長崎県内最大級であり、フラワー
ショップは長崎県内に３店舗運営し
ています。中でも生花や観葉植物、
ガーデングッズなどあらゆる商品を
取り揃えているアトリウム琴花園（店
舗面積３，６００�）は、県下最大の総
合園芸ショップです。
また、わが社は社内に「造園・土木
事業部」「リース事業部」「生産部」
「販売・商品開発部」「不動産部」の
５つの事業部を設けており、花の小
売販売とともに造園やリースなど総
合的なサービスを１社だけで提供
することができます。花や植物に関
する様 な々ニーズに対応できるため、
お客様からは「琴花園に仕事を頼め
ば安心」と満足いただいています。
５つの事業部は連携してお客様

にサービスを提供している一方、部
門ごとに独立して月次決算を実施し
ており、業績がその都度明確になる
こともあって、各事業部は自然と切磋
琢磨し能力を高めあっています。

ハウステンボスの花壇では綿密

な温度管理で開花時期を調整

－県北営業所では、自然との共存を
大きなテーマとしているハウステン
ボスの植栽事業に永年携わっており、
チューリップ祭等、年間を通して花壇
管理を当社が担当しています。
チューリップ祭の開催期間は１ヶ月
余りであるのに対しチューリップの開
花期間は約２週間であり、人 の々目
を楽しませるために様 な々工夫を施
して取り組んでいます。例えば、常に
見ごろの状態を維持するために、冷
蔵庫に保存し開花時期を調整した
球根をビニールハウスで発芽させ、
タイミングを計りながら苗の植え替え
を行っています。手間暇をかけての
作業ですが、来訪された皆様が楽
しまれている姿を見ることができるの
は大きな喜びです。

自社内で生産した花と緑をお届け

－わが社が皆様にお届けする花と緑
の大部分は自社内で栽培していま
す。ハウス１�、圃場３�の広 と々し
た農園で、経験豊富な専門スタッフ
が最新の技術を駆使して世界各国
の樹木や観葉植物、草花などの新た
な生命を生み出しています。消費す
るだけでなく、その一方で生産活動
を行うことによって自然環境と人間社
会の共生のあり方を、自らも探ってゆ
きたいと考えています。

■創 業：１９６２年５月
■設 立：１９６７年８月
■所 在 地：長崎県大村市
■資 本 金：２０百万円
■従 業 員：８６名
■事業内容：造園業、土木業、
植木リース業、園芸用品販売
業、不動産業
■事業拠点：本社（長崎県大村
市）、福岡支店（福岡県大野城
市）、県北営業所（長崎県佐世
保市）

株式会社琴花園

大塚 正則氏
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自然と都市、緑と人との調和を目

指す屋上緑化事業

－現在、わが社では環境にも人にも
やさしい空間の創造を目指し、公共
施設の屋上や壁面緑化、大型ショッ
ピングモールの屋上庭園の施工な
どに積極的に取り組んでいます。単
に緑化施設を施工するだけでなく、
「造園・土木事業部」の技術とノウハ
ウを活用し建築物における重量や保
水に関する計算も自社で行っていま
す。最近の施工例では、昨年、長崎
市にオープンしたショッピングモール
「みらい長崎ココウォーク」の屋上緑
化庭園工事などを手がけました。

ヒトの五感に伝わる空間造り

－屋上緑化事業を含めこれから手
がけていきたいのは、匂い、音、ぬく
もりなどヒトの五感に伝わるガーデニ
ングや、鳥や小動物、昆虫などが自
然と寄ってきて緑と一体となれるよう
な庭造りです。お客様の住まいに対

するこだわりに合わせた庭造りを、積
極的にご提案していきます。そのよう
な事業を積み重ねながら、私が思い
描いてきた「社会や人、環境にやさし
さを与えられる会社」を追求して参り
たいと思います。

自然との永続的な共存が求められ

る時代に

－１９６２年の創業から私どもは一貫し
て花や緑にあふれる、ゆとりある空間
を皆様の暮らしにお届けして参りまし
た。社会における環境への意識はい
よいよ高まり、自然との永続的な共存
が次代の大きな課題となっており、私
たちの事業の役割もますます大きく
なってきていると感じています。だか
らこそ、これまで培ってきた、人にや
さしく明日に心地いい空間を生み出
すための想像力をさらにたくましいも
のとし、自分たちの役割をしっかりと
果たしてゆきたいと考えています。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

花や緑の販売とともに造園・

土木、屋上庭園造りまで、幅広

い業務をお客様の立場に立って

取り組まれているのも、若い頃

から花作りが好きだったと言う

大塚社長の人柄によるものだと

思います。ハウステンボスの見

事なチューリップ畑の裏で、大

変なご苦労をされているお話が

印象的でした。

私たちの生活を豊かにしてく

れる当社の事業が、今後益々発

展されることを期待しています。

チューリップ祭開催期間中のハウステンボス �Cハウステンボス／J‐１１７８７ 自社ハウスでのチューリップ生産

フラワーショップ アトリウム琴花園 視察風景 みらい長崎ココウォークの屋上庭園
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九州企業のアジア交流戦略 ～世界同時不況後を見据えて～

財団法人 九州経済調査協会 調査研究部長

田代 雅彦

急速に悪化する九州の景気
２００８年９月のリーマン・ブラザーズの破綻に
端を発する世界金融危機の影響は、九州の実体
経済にまで及んでおり、九州の景気は急速に悪
化しています。
九州経済調査協会で作成している九州地域景

気総合指数（ＣＩ）をみると、０８年１０～１２月期に
９１．７（２００５年＝１００）と、前期差９．４ポイントの急
落となりました。０７年１～３月期をピークに５
期連続で低下しています。
この指数は、０９年２月の速報値では７９．０まで

低下しており、鉱工業生産指数をはじめ、輸出、
雇用、消費、投資など、ほぼすべての指標にお
いて急速な悪化が続いています。
わが国の経済動向を振り返ると、０２年２月以

降、今次の世界同時不況までは、長らく景気回
復・拡大期にありました。この景気回復・拡大
期の特徴は、内需ではなく、外需の拡大や外資
の流入が牽引していたことにあり、九州でもア
ジアを中心とする旺盛な外需を背景にした輸出
と、それに伴う設備投資が主導する形で景気が
拡大してきました。
しかし、世界同時不況の影響で、景気の牽引

役を果たしていた外需が急速に縮小しました。
約６年間にわたって大幅に拡大してきた輸出も、
０８年半ばからは、ついに減少に転じ、九州の景
気は急速に悪化して行きました。

世界経済とシンクロする地域経済
２００２年以降の景気回復・拡大局面においても、
九州の内需はほとんど拡大しませんでした。外
需と、それに伴う設備投資が九州の景気回復・
拡大を牽引する中で、九州の景気動向と世界の
景気動向とが、ほぼシンクロ（一致）する状態に
なってきました。
図１は、１９８０年４月から０８年１１月における、

アメリカで最も代表的な経済指標である労働省

「雇用統計」の非農業部門雇用者数の前月差と、
九州地域景気総合指数（ＣＩ）の推移を比較した
ものです。
これをみると、８６年からの、いわゆる「バブ

ル経済」の時期と、その後の「失われた１０年」
と言われた時期においては、九州の景気とアメ
リカの雇用統計とは、ほとんど関係がありませ
んでした。しかし、００年頃の「ＩＴバブル」と
言われた時期以降では、２つの数値の動きがシ
ンクロしています。
つまり、００年以降の九州経済では、アメリカ

をはじめとするグローバルな景気動向と、より
密接な関係になり、世界経済と連動して動くよ
うになってきているのです。
九州あるいは国内では、今後、人口減少社会

の到来と少子高齢化の進展で、内需の大幅な拡
大が望めない状況になっています。九州におい
ては、アジアをはじめとする世界経済との関係
が、今後ますます密接になることが予想されま
す。

意外に低い九州地場企業の輸出
九州はアジアに近く、国内の地方圏において

は歴史的にも経済的にも国際化が進んだ地域と
いう印象があります。しかし、実態をみると、
必ずしもそうとは言えない面もあります。

寄稿

［略歴］
１９８６年 早稲田大学教育学部

社会科 卒業
１９８８年 東北大学大学院理学研究科博士前期課程 修了

�計量計画研究所 入社
１９９０年 中国・北京に語学留学（北京語言学院に１年間）
１９９２年 �九州経済調査協会 入社
２００９年 同上 調査研究部 部長
［著書］
『新しい観光・集客戦略』（２００３年版九州経済白書・共著）、
『東アジアにおける集客都市戦略』（梓書院・共著）、
『九州産業読本』（西日本新聞社・共著） ほか
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図２は、九州・山口の通関輸出額と、輸出戻
し税額の全国シェアの推移をみたものです。
２００２年以降、九州・山口からの輸出額は全国
を上回る伸びを示し、通関ベースの輸出額の全
国シェアは、００年の７．３％から０８年１～１０月累
計では１０．２％まで高まりました。俗に「１割経
済」といわれる九州経済の規模と、同程度の水
準にまで、ようやく高まってきたのです。
しかし、同時期の「輸出戻し税額」の全国シェ

アは２～３％と低く、ほとんど伸びずにほぼ横
ばいで推移しています。「輸出戻し税額」とは、
輸出による消費税の還付額であり、直接輸出を
行う企業に対して還付されます。
つまり、この額の全国シェアは、輸出を行う

企業のうち、九州・山口に本社を置く企業の輸
出額の割合を示したものと解釈することができ
ます。この「輸出戻し税額」について、９８～０７
年の１０年間における都道府県別の寄与度をみる
と、東京都が全国の５７．８％と過半数を占め、次
いで愛知県の１４．４％となっており、大手製造業
企業の本社が集積する地域の寄与度が高くなっ
ています。

この輸出戻し税額ベースでの輸出動向から、
直接輸出を行っている九州の地域企業の比率は、
全国の２～３％程度にすぎず、俗に「１割経済」
と言われる経済規模と比較して、極めて小さい
ということができます。また、０２～０７年におけ

図１ 米国・雇用統計の非農業雇用者数前月差と九州の景気動向指数の推移

注）１．米国・雇用統計の非農業雇用者数前月差は季節調整値の１２カ月移動平均値
２．第９循環はデータが採れないため、参考に１９８０年４月から８３年２月までの期間の相関係数を表示している。

原資料）U.S. Department of Labor Bureau of Labor Statistics、九州経済調査協会
（出所） 九州経済調査協会「世界同時不況と地域企業」（２００９年版九州経白書）

図２ 九州・山口の通関輸出額と輸出戻し税額のシェア

注）輸出戻し税額のシェアは法人による消費税還付処理額
原資料）門司税関、財務省資料より九経調作成
（出所） 九州経済調査協会「世界同時不況と地域企業」（２００９年版九州経済白書）
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る九州の通関輸出額の伸びは、九州域外に本社
を置く企業の出先工場や、地域子会社によると
ころが大きく、九州で育った地元企業の輸出額
は、通関ベースの輸出額ほどには伸びていない
ということも指摘できます。

全国の数％に過ぎない九州企業の海外進出
九州地場企業の海外進出も、全国的にみると

必ずしも活発とは言えません。
図３は、九州経済調査協会が集計している九

州・沖縄・山口の地場企業の海外進出件数の推
移をみたものです。１９９０年代前半は、アジア経
済の急成長に牽引され、中国やＡＳＥＡＮを中
心に進出が相次ぎました。しかし、国内の景気
低迷やアジア通貨危機などによって、海外への
進出件数は、９５年をピークに９７年から減少しま
した。その後０７年までの間、徐々に増加してい
ますが、９１年の水準には戻っていません。
そして、８６～０７年の累計でみると、撤退を含

めた九州・沖縄・山口から海外への進出件数は、
１，４５３件にのぼります。しかし、この累計の進
出件数を全国との比較でみると、全国に占める
割合は、わずか３％程度に過ぎないのです。
しかも、既に海外進出を果たしている企業の

中には、海外に複数の拠点を設置している企業
も多数存在します。つまり、活発に海外へ展開
している一部の企業が全体の海外進出件数を押

し上げているといえます。

長期的発展には不可欠なアジアとの経済交流
九州は、地理的にアジアに近く、アジアとの

経済交流が活発な印象があります。確かに、２００８
年前半までは、貿易額も過去最高を記録するほ
どに増加し、韓国をはじめとする東アジアとの
人的交流も活発化して、九州への入国外国人数
も増加していました。
しかし、九州の地域企業に限ってみると、貿

易や海外進出といった国際的な経済交流の面で
は、未だにアジアとの近さを十分に活かしきれ
ていないのが実情です。
０８年秋以降の世界同時不況の影響で、最近の
新聞報道では、九州企業の海外事業展開につい
ても、縮小、延期、撤退などの文字が多く見ら
れます。一部には底入れを探る動きも出始めて
いますが、まだ当面は厳しい経済情勢が続くこ
とが予想され、今すぐには活発な海外事業の展
開は困難だと考えられます。
しかし、この不況が、いつまでも続くわけで

はありません。そして、世界同時不況から、ま
ず脱出すると期待されている地域は、やはりア
ジアです。
九州が今後、経済的に長期的な発展を持続す

るためには、日本の中で地理的に最もアジアに
近いという九州の立地条件を、真に強みとして

寄稿

図３ 九州企業の海外進出件数の推移

注）撤退企業含まず、沖縄、山口含む
原資料）九州経済調査協会調べ（２００７年調査）
（出所） 九州の産業発展戦略に関する共同研究「九州企業のアジア交流戦略」
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注）複数回答。「現在」と「今後」で同一国・地域を選択しても可
（出所） 九州の産業発展戦略に関する共同研究「九州企業のアジア交流戦略」

活かし、成長を続ける中国、インド、ベトナム
をはじめとするアジアの活力を取り込むことが、
今まで以上に必要となるでしょう。

福岡銀行１３０周年記念の共同研究
九州経済調査協会では、福岡銀行の創業１３０

周年記念事業の一環として、ふくおかフィナン
シャルグループと共同研究を実施する機会を得
ました。２００７～０８年度の２カ年にわたり、「自
動車」、「半導体」、そして「アジア」という３
つのテーマで共同研究を実施しました。
「アジア」については、九州の地場企業が、
海外事業への参入や海外事業拡大を進める際、
そのタイミングや手法、対象地域の選定などの
参考としていただけることを目標に作成し、『九
州企業のアジア交流戦略』と題する報告書とし
てとりまとめました。
共同研究で実施した、九州７県の約３，０００社

へのアンケート調査では、九州企業のアジアに
おける海外事業の現状を把握すると同時に、そ
れらの企業が今後どの地域に目を向け、どのよ
うな事業を展開していこうとしているのかを分
析しました。
また、事例研究では、食品、自動車、半導体、

環境など様々な分野を対象に、海外事業を展開
している約２０社の企業にヒアリングを行い、海
外事業へ参入したきっかけや苦労した点、海外
事業の成功の要因、今後の見通し等などをまと
めました。
これらの調査は、今次の世界同時不況が発生

する前に実施されたものですが、その内容は、
中長期的にみて、特に九州の地域企業がアジア
の活力を取り込むための方向性や、アジアとの
ビジネスの可能性を見出すヒントとなるものと
確信しています。
以下、『九州企業のアジア交流戦略』の内容

の一部をご紹介しましょう。

アンケートの概要
共同研究で２００８年２月～３月に実施した「九

州企業の海外事業に関するアンケート」では、
九州７県の企業２，９２９社に調査票を配布し、５７９
社から回答を得ました（回収率は１９．８％）。

九州企業の海外事業の動機は、「新たな市場
開拓」と「生産コスト削減」が２大動機となっ
ています。また、輸出入、業務委託や技術提携、
生産拠点や販売拠点の設置の中では、特に輸入
を行う企業が多いのが特徴です。貿易取扱品で
最も多いのは輸出、輸入とも農水産物で、輸出
では一般機械や自動車関連部品、輸入では木
材・木製品も多くなっています。
貿易に利用する港湾は、博多港が最も多く、次

いで福岡空港と北九州港が続き、その他の九州
の港湾はいずれも１０％未満でした。最近は、博
多港の利用が増えたという企業が多いようです。

チャイナ＋１として注目されるベトナム
海外事業で、「現在の重要な対象国・地域」

と、「今後、関係拡大が期待される国・地域」
とを、それぞれ尋ねた結果が図４です。

九州企業にとって、現在の重要な対象国・地
域は、「中国（上海・華東）」が最多で、「韓国」、
「中国（広州・華南）」、「中国（大連・東北）」、「台
湾」の順でした。現在は、アジアの中でも九州
に近い中国、韓国、台湾で、とりわけ上海に注
目が集まっています。
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アジアと連動�
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その他�
2.8％�

N＝497

ところが、今後、関係拡大が期待される国・
地域では、「ベトナム」がトップとなり、２位
の「中国（上海・華東）」を僅差ですが上回りま
した。以下、「中国（広州・華南）」、「韓国」、「中
国（大連・東北）」、「台湾」の順となっています。
現在と今後とを比較して大きく増加した国は、
「ベトナム」のほか、「インド」と「ロシア」
でした。
九州の企業は、東アジアから次第に視野が拡

大しており、ポストチャイナ、あるいはチャイ
ナ・プラス・ワンとして、特にベトナムに注目
しているようです。
九州とベトナムとの貿易は、２０００年代に入っ

て右肩上がりに増加していますが、０７年に輸出
額は３８１億円、輸入額は４８６億円とまだ少なく、
九州企業のベトナムへの進出件数は、わずか１７
件にとどまっています。
報告書『九州企業のアジア交流戦略』では、

ベトナムに関係の深い企業の事例として、「ク
ラレイ」（北九州市）と、「八ちゃん堂」（福岡県
みやま市）を取り上げています。

成功に関わらず海外事業の継続は当然
アンケートでは、自社の海外事業の動向と、

急速な経済発展を遂げるアジア経済との関係に
ついても尋ねました（図５）。「アジアの成長と
自社とは関係ない」とする企業が４割程度あり、
残りの６割がアジアと関係があると想定されま

した。
そして、「アジア経済と連動して伸びている」

と回答した企業が約２割、「アジアと連動して
いるが、伸びが小さい」企業が２割弱で、合わ
せて約４割の企業が、アジアと連動して業績を
伸ばしていました。
一方、「アジアの成長とは連動せず横ばい」

が約１５％で、「アジアの成長とは連動せず、縮
小」とした企業が１割弱あり、合わせて約４分
の１の企業がアジアの成長とは連動していませ
んでした。
アンケートを実施した当時は、まだ日本の経

済成長も持続しており、アジアは急速な発展を
続けている時期でした。そうした時期でも、全
体の約４分の１の企業がアジアの成長を取り込
めておらず、やはり海外事業は一筋縄ではいか
ないようです。
しかしながら、今後３年程度の海外事業の見

通しについて尋ねたところ、「海外事業を縮小
する」と回答した企業は、全体のわずか２％に
とどまりました。海外事業を展開する多くの企
業が、たとえ現状では厳しくても、アジアを中
心とする海外事業を継続していくと答えている
のです。既に海外事業を展開している企業に
とって、海外事業の継続は、もはや当然のこと
となっているようです。

表１ 共同研究で紹介している企業

所在県 企業名

福岡県 クラレイ 株式会社
株式会社 西部技研
第一施設工業 株式会社
株式会社 南陽
株式会社 八ちゃん堂
福岡大同青果 株式会社

佐賀県 株式会社 エルアン（エルアングループ）
吉田刃物 株式会社

長崎県 イサハヤ電子 株式会社
長崎魚市 株式会社

熊本県 株式会社 ビッグバイオ
株式会社 フンドーダイ・インターナショナル

大分県 株式会社 風月（ホテル風月ハモンド）

宮崎県 株式会社 ニチワ
吉川セミコンダクタ 株式会社

鹿児島県 株式会社 有村屋
株式会社 エルム
濱田酒造 株式会社

（出所） 九州の産業発展戦略に関する共同研究「九州企業のアジア交流戦略」

寄稿

図５ 海外事業の動向とアジア経済との関係

（出所） 九州の産業発展戦略に関する共同研究「九州企業のアジア交流戦略」
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企業の体質を強化する海外事業
今次の共同研究では、さらに九州企業のアジ

アを中心とする海外ビジネスの実態に迫るべく、
九州７県の企業にヒアリング調査を実施しまし
た（表１）。
ヒアリングは、これから海外事業を開始する

企業の参考となるように、商社や製造業を中心
に、一部サービス業も含めた幅広い業種を対象
としました。海外事業の内容も、生産工場や事
務所等の海外進出だけでなく、商品の開発輸入
や、これまで海外に売れないと思われてきた商
品の輸出、さらには外国人の受入など、それぞ
れの分野で先進的な取組を行っている企業を取
り上げました。
今回の共同研究で取り上げた企業の多くが、

１９９０年代に本格的に海外とのビジネスを開始し
ていますが、そのきっかけは、「たまたま」と
か「他社の要請を受けて」といった受け身の姿
勢で取り組んだ企業も少なくありませんでした。
また、取材した多くの企業が、海外事業を展

開する上で様々な失敗を経験しています。中に
は企業の屋台骨を揺るがすほど大きな失敗を経
験した企業もあり、現在でも大小様々な課題を
抱えつつ海外事業を展開しています。
企業が必ずしも自らの意志ではなく、しかも

課題の多い海外事業を継続する理由は、何なの
でしょうか。
１つには、事業拡大の可能性が広がることで

す。中小企業でも、国内にとどまっていたら不
可能な大きな事業を行うことができたり、国内
での知名度や事業規模とは関わりなく、製品や
ノウハウの善し悪しで勝負ができたりすること
です。中には海外での知名度が高まることに
よって、国内の知名度も高まり、飛躍につながっ
た企業もあります。
例えば、エルム（鹿児島県加世田市）は光ディ

スク修復装置では世界的なシェアを持つ企業に
成長しました。吉川セミコンダクタ（宮崎県新
富町）のインドネシアでの生産量は、かつての
宮崎での２倍以上に拡大しています。ニチワ（宮
崎県日南市）では、中国広東省の工場を拠点に、
今後ＢＲＩＣｓ市場にも展開していく方針です。
ビッグバイオ（熊本県宇城市）は、マレーシア政

府に注目されたことで市場が世界に拡大すると
ともに、国内での知名度も高まりました。
２つには、海外事業を行うことで、自社の体

質が強化されることです。国際的な視野や基準
で自社製品を再評価したり、それまで気づかな
かった自社の生産体制を改めて見直したり、新
たなビジネスを行ったりすることで、自社の競
争力を強化しています。
例えば、エルアン（佐賀県唐津市）では、海外

事業部門を国内事業と切り離すことで、国内外
の双方が切磋琢磨する良い関係を構築していま
す。第一施設工業（福岡市）では、留学生を積極
的に採用することで、海外との契約や業務を円
滑化しています。イサハヤ電子（長崎県諫早市）
では、海外事業が国内での技術レベルの向上に、
フンドーダイ・インターナショナル（熊本市）で
は、財務体制の強化につながっています。
そして、３つには、それらの複合的な結果と

して、企業に活気が出ることです。今回事例と
して取り上げた企業には、成功事例といわれる
企業が多いので当然の帰結かもしれませんが、
それらを割り引いても、過去の苦労話や現在の
ご苦労などを、実に活き活きと話して下さいま
した。企業である以上、利益を上げることは当
然としても、海外事業が企業で働く人々に、苦
労だけでなく刺激や喜びも与えるものだという
印象を受けました。

おわりに
今次の世界同時不況により、従来のアメリカ

を中心とするグローバルな経済秩序が一変する
可能性があります。アジアがこれまで以上に存
在感を持つ地域になることは、間違いないで
しょう。
今回、その一部をご紹介したふくおかフィナ

ンシャルグループと九州経済調査協会との共同
研究成果である『九州企業のアジア交流戦略』
が、アジアをはじめとする海外への事業展開を
考える企業の皆様に、必ずやお役に立てるもの
と確信しています。
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製造業の緊急課題と競争力強化への取り組み

株式会社アットストリーム 代表取締役

平山 賢二

はじめに

１００年に一度と言われる金融危機により、世

界も国内も大きな混乱の渦中にあります。

２００９年の後半には底をうち、翌年には回復基

調になると予測する人が多いものの、製造業に

とっては国内市場の更なる縮小で、中期的に見

ても再び生産量が元に戻ると考えるには無理が

あります。

製造業は更にアジアへの展開を加速させ、国

内は過去の生産量の７０％程度で利益をあげる体

質にならなければ生き残れません。

本稿では製造業の緊急課題を再考し、更に次

の一手のための施策について提言します。

１．勘定科目毎のコスト削減施策の推進

私の会社のクライアントの多くは、年末、年

初の生産量は自動車関連で前年比５０％減、家電

ハイテック関連で同４０％減でした。各社の中国

工場での稼働率も年初には同５０％になり、大幅

なリストラを実施しました。

生産量が前年比７０％になっても、生産品目数

は変らないので、一品目あたりの生産ロットは

小さくなっており、ものづくりの生産性は格段

に低下しています。

従って、改善効果が表れるまでは、生産性の

低下を補うだけの緊急のコスト削減施策を実施

しなければなりません。

� 緊急対応リストの作成

弊社は顧客に緊急対応表の作成を提言してき

ました。図表１はそのサンプルです。費用を固

定費と変動費に分け、それぞれに３０％削減の目

標を設定し、勘定科目毎に削減目標と実行施策

を明確にしています。

以下の主な施策については各社とも既に手を

打ち、総コスト削減の成果をあげています。

�非正規労働者の削減
まず、検討すべきは非正規労働者の契約の継

続停止についてです。決して望ましいことでは

ありませんが、現在の環境において余剰人員の

調整は、企業を存続させるために必要な対応で

す。製造業の非正規労働者の問題はマスコミで

も取り上げられましたが、現在は想定を更に上

回る勢いでその雇用は減少しています。

�時間外労働の削減（残業・休日出勤ゼロ）
私のクライアントでは、本社も含む全ての部

門で残業・休日出勤ゼロを義務付けました。そ

の結果、今まで一人平均２０時間程度の残業でし

たが、今は１０分の１になっています。

それでも、本社部門でさえ業務に支障が出な

いのです。社内では、「一体、何故今まで残業

をしていたのか？」と、水脹れ体質が明らかに

なり、生産性低下の原因が自らの働き方にあっ

た事を再認識しています。

�出張の原則禁止
今まで、何故出張していたのか？その成果は

何だったのか？多くのムダが見えてきました。

ある会社では、「出張していたのは、仕事を

しているという見せ掛けだったのではないか。

又は、事務所での仕事の余裕をカモフラージュ

していたのではないか？」と言われています。

�正社員の給与削減や希望退職募集の実施
この時期に、希望退職募集によって正社員の

寄稿

大手製造業にて管理職を歴任の

後、日本総合研究所（旧住友ビ

ジネスコンサルティング）、アーサーアンダーセン西日

本責任者を経て、現在に至る。

主な専門領域：ＳＣＭ改革の企画・立案・実行、経営管

理制度の企画・立案／経営改革の推進、生産システム改

革による競争力強化／モノづくり改革の推進
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削減を行った会社があります。元々業績が良く

なく、何らかの対応が必要であったこの会社は、

今回の事態に決断を早めて対応しました。

以上の緊急対応はいずれの製造業でも対処し

てきた“緊急対応策”です。非正規労働者の比

率の高い企業の総コスト削減効果は大きいので

すが、そうでない企業の場合は今期の利益確保

の手段に苦慮しているのが実態です。

次に今期の操業度（又は売上高）を想定して、

一定の利益を確保する為の損益分岐点分析の活

用について提言します。

� 損益分岐点分析で、利益を確保する計画を

立てる

費用には固定費と変動費があります。固定費

は、売上高の増減に関わらず、一定の費用がか

かる科目を言い、例えば従業員の給与や生産設

備のリース代、工場の賃貸料などです。変動費

は、売上高の増減に応じて増減する科目であり、

代表的なものには材料費や外注加工費が挙げら

れます。

操業度の低下（売上の減少）に伴う、緊急対応

としては、何よりも「効果の上がることをする」

ことが重要であり、以下の対応を提言します。

図表２に損益分岐点分析による経営計画の概

要を示します。

�売上高を決める
自動車や電機など、グローバルな需要の減少

やコスト競争の激しい分野では、今期前半の売

上高は前年比６０～７０％程度での操業を余儀なく

される可能性が高いです。

図表１ 固定費・変動費削減リスト（製造原価版）
電子部品製造メーカ Y社 （単位 千円）

前年実績値
対製造
原価％

目標値 削減額
削減率

（目標３０％）
削減施策

変
動
費

当期材料費
主要材料費 ５６６，６５０ ３１．５％ ４５３，３２０ １１３，３３０ ２０％ 材料の標準化、海外調達の推進、歩留まりの改善
補助材料費 ５２，４５５ ２．９％ ４１，９６４ １０，４９１ ２０％ 材料の標準化、海外調達の推進、歩留まりの改善

電力費 １８，３０９ １．０％ １２，８１６ ５，４９３ ３０％ 電子ブレーカーの導入（工場の低圧電力の基本料金削減）
ガス・水道費
水道料 ５，３２０ ０．３％ ４，５２２ ７９８ １５％ 下水道排出量減量認定申請の活用
ガス料 １４，４５０ ０．８％ １２，２８３ ２，１６８ １５％ ガス料金の割り引き制度（１０万円以上）の活用

運送費
梱包材費 １２，５６０ ０．７％ ６，２８０ ６，２８０ ５０％ リユース可能な梱包材への変更
運送保険料 ２，５００ ０．１％ ２，０００ ５００ ２０％ より保険料の安い保険商品への変更
運賃 ４７，３５６ ２．６％ ４０，２５３ ７，１０３ １５％ 木材梱包より重量が軽く積載量の多い梱包材の導入

外注加工費 １９３，５６５ １０．７％ １３５，４９６ ５８，０７０ ３０％ 中国の協力工場の開拓と移管の推進
その他変動費 １，９１３ ０．１％ １，９１３ ０％

変動費計 ９１５，０７８ ５０．８％ ７１０，８４６ ２０４，２３２ ２２％

固
定
費

労務費
従業員給与（基本給） ３２６，０６０ １８．１％ ２７７，１５１ ４８，９０９ １５％ ワークシェアの導入、給与の１０％引き下げ
残業手当 ３２，２９４ １．８％ ０ ３２，２９４ １００％ 残業の禁止
その他諸手当 ２１，１４７ １．２％ ０ ２１，１４７ １００％ 諸手当の廃止
法定福利費 ４５，６４８ ２．５％ ３８，８０１ ６，８４７ １５％ ワークシェアの導入、給与の１０％引き下げ
賞与 ７４，０１５ ４．１％ ３７，００８ ３７，００８ ５０％ 賞与の削減
派遣社員給与 ９７，６３６ ５．４％ ２９，２９１ ６８，３４５ ７０％ 派遣社員の契約更新停止、有能な派遣社員の正社員化
雑給
パート給与 ５４，３４２ ３．０％ ０ ５４，３４２ １００％ パート雇用の停止
アルバイト給与 ２３，１１５ １．３％ ０ ２３，１１５ １００％ アルバイト雇用の停止

減価償却費
建物減価償却費 ５５，０６２ ３．１％ ３８，５４３ １６，５１９ ３０％ 遊休建物の売却
構築物減価償却費 １９，７０４ １．１％ １３，７９３ ５，９１１ ３０％ 遊休構築物の廃棄
機械減価償却費 ３６，５８０ ２．０％ ２５，６０６ １０，９７４ ３０％ 遊休機械の売却、廃棄、リースへの切り替え
車両減価償却費 １７，１３６ １．０％ １１，９９５ ５，１４１ ３０％ 遊休車両の売却、リースへの切り替え
工具器具減価償却費 １５，３０９ ０．８％ １０，７１６ ４，５９３ ３０％ 遊休工具の売却、廃棄
ソフトウェア減価償却費 ９，５６８ ０．５％ ６，６９８ ２，８７０ ３０％ 利用していないソフトウェアの廃棄

修繕費
施設維持管理費 １２，０６０ ０．７％ ９，４６８ ２，４１２ ２０％ 業者の再選定、価格交渉
機械故障修理費 １，７６５ ０．１％ １，２３５ ５２９ ３０％ 定期点検の頻度を増やし、故障を抑止
機械定期点検費 ７８４ ０．０％ ６２７ １５７ ２０％ 遊休機械の点検の停止

租税公課 ５，６４６ ０．３％ ５，６４６ ０％
不動産賃借料 ６，１７６ ０．３％ ５，２４９ ９２６ １５％ 賃借料の引き下げ交渉の実施
保険料 ３９８ ０．０％ ３１８ ８０ ２０％ より保険料の安い保険商品への変更
旅費交通費 ７，３１６ ０．４％ ４，３９０ ２，９２６ ４０％ Web、テレビ電話、電話会議により国内・海外共出張

を削減、格安チケットの活用
通信費
電話代 ４，６３２ ０．３％ ３，２４２ １，３９０ ３０％ IP 電話の活用、料金プランの見直し
郵便代 １，５４４ ０．１％ １，２３５ ３０９ ２０％ 郵便料金削減センターなどの活用による削減
インターネット利用通信料 ４６０ ０．０％ ３９１ ６９ １５％ プロバイダー、料金プランの見直し

雑費
クリーニング代 ８７３ ０．０％ ８７３ ０％ 業者の再選定、価格交渉
廃棄物処理料 ２，５１２ ０．１％ １，２５６ １，２５６ ５０％ リユース可能な梱包材の活用、歩留まりの改善
その他雑費 ６，９３９ ０．４％ ５，５５２ １，３８８ ２０％ 細目のリストアップ、より安価な代替サービス、代替品

への変更を推進
その他固定費 ７，３２０ ０．４％ ５，８５６ １，４６４ ２０％ 細目のリストアップ、事務用品、文房具等については集

中購買を実施
固定費計 ８８６，０４０ ４９．２％ ５３５，１２０ ３５０，９２１ ４０％

当期製造総費用 １，８０１，１１８ １００．０％ １，２４５，９６５ ５５５，１５３ ３１％
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操業度90の時の損益分岐点�

操業度75の時の損益分岐点�

売上金額�

操業度�

操業度60の時の損益分岐点�

�必要な利益額を決める
利益は企業が存続していくために必要な費用

であるという認識が必要です。売上高に対して

１０％の利益を出し続けることが、借入金の返済

や人材育成、開発投資継続の条件であれば、利

益は固定費と見て、利益込みの経営計画が必要

になります。

いかなる企業でも、今期は少なくともキャッ

シュがマイナスにならない利益計画が必須であ

り、次に少なくとも売上高経常利益率が５％を

超えている状態を確保すべきです。

�固定費削減額を決める
必要な固定費削減額を決め、勘定科目毎の予

算と削減計画を具体化します。

�変動比率の目標値を決める
同じく、勘定科目毎の予算と改善計画を具体

化します。外注加工費単価の切り下げや、より

安い材料の調達等により、変動比率を下げる具

体的な計画と実行が必須です。

�検証する
損益分岐点分析により、更に売上高が下がる

リスクがある場合に利益額はどうなるのか、図

表２では、それぞれ、操業度が低下した場合の

損益分岐点売上高の概念を示しています。経営

者は常にコンティンジェンシープラン（不測事

態対応計画）をもつ事が重要です。

勘定科目毎の原価削減アプローチと連動して

取り組む損益分岐点分析による経営計画の策定

と実行は、やれば必ず財務諸表に効果が現われ

ます。今一度見直しを行い、徹底的に取り組ん

でみて下さい。

２．製造部門の競争力強化の課題への取り組み

緊急対応として、まずは操業度７０％でも

キャッシュがマイナスにならない企業経営を目

指すのが経営者の務めです。

しかし、企業経営は今を乗り切ればそれで良

いわけではなく、この機会をとらえて、競争力

強化になるテーマを明確にして取り組むことが

次の成長につながります。取り組み課題がリス

トラや経費節減だけで、夢のある取り組みが無

ければ従業員のモチベーションは上がりません。

� ３つの希少資源に着目する

製造の３原則は、よい品を・安く・早くです。

これをＫＰＩ（Key Performance Indicator 重要業

績指標）で表現すると、

・よい品を：ロス率（不良率）が低いこと

・安く：設備等の時間稼働率が高いこと

・早く：時間当たりの生産量など能率が高いこと

になります。

ものづくりコスト競争力の最大の管理項目で

あるという意味で、私はロス率と稼働率、能率

を「３つの希少資源」と言っています。

この３つの希少資源データで、自社の実態を

正確に把握することが、競争力強化の取り組み

課題の第一歩です。

�ロス率を下げる改善活動
安く作っても良い品が出来るわけではなく、

早く作っても良い品が出来るわけではありませ

ん。しかし、よい品を作ればそれは早くできる

し、安くなります。品質はものづくりの原点で

あり、改善活動の最も重要なテーマはロス率の

改善です。

�稼働率を向上させる改善活動
稼働率と操業度は違います。今は、受注量が

下がっているので操業度は低いものの、操業度

が７０％でも（正味）稼働率を２０％上げれば、それ

だけ仕事は早く終わります。または、週５日稼

動を４日稼動にしても全く問題は起きないはず

です。

�能率を向上させる改善活動
能率とは、例えば時間当たりの生産量などで

寄稿

図表２ 損益分岐点分析による経営計画の策定
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表わすことが出来ます。生産量が減っても生産

品目が減ることはなく、多くの場合、生産ロッ

トが小さくなります。段取り回数は減らないの

で、今まで通りのやり方なら能率は低下します。

一層の段取り替え時間の短縮やラインバランス

の改善などで成果を挙げなければ、能率は上が

りません。

� 改善成果を“刈り取る”のは経営者の仕事

高度成長期には、よい事をすれば、良い結果

が得られました。例えば、段取り替え時間を短

縮すれば、その分、追加の費用無く増産に対応

出来、原価が下がりました。今は、増産によっ

て成果を獲得することは期待出来ないので、“成

果の上がること”をしなければなりません。

図表３に示すように、段取り替え時間の短縮

などの様々な改善が行われると、能率とともに

稼働率が上がりますが、それだけで原価が下が

るわけではありません。

原価を下げるためには、改善によって生じた

時間や人員を、時間外労働の削減や定員減員の

成果として財務諸表に反映させなければなりま

せん。

製造部門は全ての改善活動をロス率、稼働率、

能率の３つの希少資源に紐づけて成果を明確に

します。この３つの希少資源で成果をあげるの

は、製造部門の管理職の仕事です。

一方、経営者はその成果を、実際に財務諸表

に反映できる勘定科目に紐づけて、刈り取る施

策を実行することによって、はじめて経営成果

が財務諸表に反映されるのです。

３．営業部門の取り組み課題

私は営業部門にも３原則があると言い続けて

います。営業力で成果をあげている会社は、

・売るべきもの（商品、サービスなど）

・行くべきところ（訪問先企業、人）

・言うべきこと（売り込む内容）

の３つの管理が出来ています。

一方、営業で負けている会社の実態は、「行

きやすい会社に行き、会いやすい人に会い、差

しさわりの無い会話の中で売りやすいものを売

り込む」が繰り返されています。

図表３ 改善活動と経営成果の刈り取り
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営業部門に対しては、製品知識や販売のため

のロールプレーイングなどのスキル研修をしま

す。しかし、私の経験では、成果のあがらない

営業は、何よりも行くべき先が無いことが問題

です。

�売るべきものを決める
売るべきものを決めるのは営業担当者ではあ

りません。営業担当者に任せておくと、“売り

やすいものを売る”ことになります。

�行くべきところを決める
行くべき先が分からない又は行けない。会う

べき人が分からない、又は分かっているが、ど

のようにすれば会えるのか分からない場合があ

ります。そのことが組織として分かるだけでも、

事態は前進していることになります。

組織的に行くべき会社、会うべき人を決めて、

組織として訪問計画を立て、営業を支援します。

�言うべきことを言う
会社として今は何を売るべきなのか？何を売

れば利益が上がるのか？行く先では今は何が売

れるのか？それぞれの訪問先に応じて、商品や

話法のトレーニングをします。

４．実行を確実にするマネジメント

業績の上がる会社と業績の悪い会社の一番の

違いは実行力です。何事であれ、成果のあがる

ことを実行するのはしんどく、それでもやり始

める、やり続ける、やりぬくマネジメントの仕

組みを作るのは経営者の務めです。

やり抜く組織の仕組みはマラソンを走るよう

なものと言われます。４２．１９５�を走りぬくマラ
ソンには以下の３つのモチベーションが必要で、

経営者が実行力をあげるためには、この３つの

モチベーションの仕組みづくりが重要です。

�走り出すモチベーション：勝ち方の明示
今から始まる厳しい競争は自社だけが厳しい

のではなく、競争相手も同じくこの競争での生

き残り、勝ち残りを賭けています。組織のあら

ゆる階層に、明確な戦略（つまり、“勝ち方”）を

明示するのは経営者・経営陣の責務であり、そ

れがまた経営の醍醐味です。

�走り続けるモチベーション：進捗管理
１０�、２０�そして、競争相手との勝負の本番
を迎える３０�あたりで、最後まで諦めない企業
がゴールします。５�毎にラップを確認するよ
うに、毎週、毎月、やるべきことの進捗を確認

し、情報を共有し、ＰＤＣＡを回します。

�ゴールイメージ
勝ち残れば、会社や組織には新たな力がつい

ています。ライバルの数社は脱落しているかも

しれませんし、勝ち残った自社は次の成長に向

けて新たな一歩を踏み出すことが出来ます。そ

の、ゴールイメージが諦めない組織を作ります。

おわりに

１００年に一度の危機なら、誰も経験していな

いのですから、経営者は自身の経験だけではな

く原理原則で経営することによって成功確率を

高めることが出来ます。

まずは、本稿で述べた緊急対応を自社で再点

検し、低操業度の下での経営計画を確かなもの

にして下さい。

更に、勝ち残りの為に、

・ものづくりの３原則

・営業の３原則

・モチベーションの３原則

を自社に当てはめて、競争力強化の為の施策を

具体的に実行してみて下さい。

本稿で述べた内容の詳細については、７月１４

日�から４日間にわたり、九州各地で行うセミ
ナーで、事例も含めて実践に役立つ提案を試み

ますので、期待して頂きたいと思います。

お知らせ

本稿の内容については、「モノづくり企

業が今やるべきことは何か～損益分岐点を

下げ、筋肉質にする現場作りとは～」と題

したセミナーを開催し、製造業の方に、実

践的な提案をさせていただく予定です。

寄稿
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技術が使われている！�
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新型“ミセル”で高性能な工業材料を開発する
もと く ちょう すぐる

長崎大学 工学部 材料工学科 本九町 卓 助教
今回の技術シーズは、私が開発した温度や濃度など外部環境に左右されない
性質を持つ単一分子ミセルです。“ミセル”を簡単に説明すると、特殊な球状
をした分子群のことで極めて高い溶解性（水に溶け易い性質）を持っています。
単一分子ミセルの活用により、溶解性が重視される医薬品、塗料、化粧品分野
において、従来技術では不可能だった高性能な商品の開発に寄与することが期
待できます。

先生の自己紹介をお願いします！

先生 新規高分子合成について研究しています。
高分子というのは、プラスチック、塗料、
衣類など、みなさんの身の回りにあふれて
いるものを形成しています。これらの高機
能化を目指しています。

ミセルって何？

先生 あまり馴染みの無い単語ですが、日常生活
の中にも幅広く使われています。例えば、
塗料や接着剤、洗剤、医薬品や化粧品など
です。これら製品の中に“ミセル”が含ま
れています。ミセルとは、「油になじみや
すい部分（親油性）」と「水になじみやすい
部分（親水性）」をもつ分子が、水中で油に
なじみやすい部分を内側にして球状に集
まったもので、水に溶けない物質を取り込
んで、水に溶けたように（または限りなく
水に溶けた状態に）見せます。

ミセルを使って何ができるの？

先生 例えば、このミセルを医薬品に応用すれば、
体内への薬剤の浸透力が高くなり、効果的
な治癒が可能になります。ドラッグデリバ
リーシステムという技術がありますが、酸
性でのみ反応するミセルを作れば、酸性を

帯びている癌などの細胞に効果的に作用す
る薬剤の開発が可能です。また塗料分野に
活用すれば、水と油を均一に混ぜ合わせる
ことができるため、分子レベルでも分離し
ない優れた塗料の開発が可能となります。
他には、洗剤に応用することで、衣類に付
いた油汚れを簡単に洗い落とすことができ
ます。

先生の技術の優れているところは？

先生 従来技術では、ミセルの形成は、温度や濃
度などの周辺環境の影響を強く受けますが、
私の開発した単一分子ミセルは、全く周辺
環境の影響を受けない安定したミセル構造
を保持することが可能です。グラファイト
やカーボンナノチューブと言う物質は、水
に溶かすことも分散させることも困難なこ
とで有名な物質ですが、これらも均一に分
散することが出来ます。
水に溶けない物質を真の意味で水中へ分散
（溶解）させる技術は、工業材料分野に不可
欠な技術といえますので、この技術は多方
面での活用が期待できると思います。

民間企業との研究について教えてください。

先生 化粧品、潤滑油、製紙業など、多分野の企
業の方々から、応用についてだけでなく実
用的なご相談もいただいています。分散に
ついてお困りでしたら、是非、私の作った
材料（単一分子ミセル）を一度試していただ
ければと思っています。

■特願 ２００８－１７６０５７（高分子合成）

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第５回）
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親親和和銀銀行行創創業業１１３３００周周年年事事業業「「親親和和銀銀行行ココレレククシショョンン展展」」開開催催中中

４月２３日のオープニングセレモニー

《最後の晩餐》１８００年頃

長崎県美術館

親和銀行創業１３０周年事業

本年２月１５日に創業１３０周年を

迎えた親和銀行（１８７９年、現在の

平戸市に前身の第九十九国立銀行

として設立）では、創業１３０周年

を記念して、「おかげさまで１３０

周年。これからも地域とともに。」

をキャッチフレーズに、各種イベ

ント事業を開催しています。

これまでに「長崎の唄、長崎の

音～希（のぞみ）」（ながさき音楽

祭）への協賛（０８年９月）、「長崎

の教会群とキリスト教関連遺産」

の世界遺産登録を支援する「教会

コンサート」への協賛（０８年１０月）、

「第６０回長崎県民体育大会」へ

の支援（０８年１１月）等を実施して

きました。

今回も記念事業の一環として、

親和銀行が所蔵する美術品を、「親

和銀行コレクション展」として４

月２３日より長崎県美術館（長崎市）

で公開しています。

「コレクション展」の見所

「親和銀行コレクション展」は

四部構成で展示しています。第一

部では「近現代の作家たち」と題

して、明治期以降の洋画・日本

画・彫刻などを中心に展示してい

ます。山本森之助、横手貞美、野

口彌太郎といった長崎ゆかりの画

家をはじめ、岡田三郎助、梅原龍

三郎、藤田嗣治、東山魁夷、平山

郁夫などの著名な作家の作品も展

示しています。

第二部は「古伊万里を中心とし

た肥前の陶磁器」の展示です。江

戸時代に生産された「柿右衛門」

や「金襴手」など、様々な古伊万

里を展示しています。特に肥前の

地で代々続く、柿右衛門・太郎右

衛門・今右衛門の作品の美と技が

結実した作品をご堪能いただけま

す。

第三部はキリストや聖母マリア、

聖人などを描いたイコン（聖像）を

展示する、「イコンの世界」をテー

マにしています。国内ではイコン

の展示は珍しく、実際に教会内で

使用されていたものもあり、蝋燭

で焼け焦げた後や蝋の塊が生々し

く残っています。

第四部は親和銀行の本店本館、
かいしょうかん

別館（懐霄館）、大波止支店、旧

東京支店の建築設計者である白井

晟一を紹介する「親和銀行と白井

晟一」です。白井晟一の代表的な

建築物である本店を見学に訪れる

人々は今も絶えません。今回はパ

ネル等により親和銀行の建物を紹

介するとともに、白井氏が建物に

合わせて揃えた椅子等の調度品も

展示しています。

最後に

親和銀行では、地方の貴重な文

化財の散逸を防ぎ、かつ未来への

遺産として残すことを目的として、

郷土芸術家や著名画家の作品を中

心に収集・収蔵してまいりました。

今回、美術館での一般公開は初の

試みとなりますが、厳選された親

和銀行のコレクションは、長崎が

誇る素晴らしい美術館の中でより

一層の輝きを放っています。お蔭

様で、公開開始からゴールデン

ウィーク終了までの累計入場者は

５，０００人を超え、多くのお客様に

ご来場いただきました。今年の７

月２６日まで開催しておりますの

で、是非この機会にご鑑賞くださ

い。

（山川 信彦）

長崎県美術館のＨＰ
http://www.nagasaki-museum.jp/

Ｆ ＦＧニュース

東山魁夷《月明》１９７９年
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３Ｇ携帯の開始
～中国における新たな情報・販売ツールの可能性について～

REPORT
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3G�
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図１ 携帯電話方式の状況
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図２ 中国の携帯電話及びインターネットユーザー数の推移

中国の２Ｇ携帯電話

はじめに

今年１月、中国政府は国内電話会社３社に第

３世代携帯電話※（３Ｇ携帯）の商用サービス免

許を交付しました。今回交付された３Ｇ携帯の

規格は、中国が独自に開発した「ＴＤ‐ＳＣＤ

ＭＡ」方式の他、ａｕが採用している「ＣＤＭ

Ａ２０００」方式とＮＴＴドコモとソフトバンクが

採用している「Ｗ‐ＣＤＭＡ」方式の３種類で

す。

第２世代の携帯電話（２Ｇ携帯）では、日本と

中国とで規格が異なっていましたが、３Ｇ携帯

のサービスでは日本と共通の規格が採用されま

した。そのため、日本の３Ｇ携帯端末のみなら

ず、携帯インターネットを利用したコンテンツ

（インターネットなどの情報サービスの内容）提

供ビジネスについても、中国市場に参入する機

会が広がると期待されています。また、電子決

済機能や携帯インターネットを利用した広告、

ショッピングサイトの開始など、販売ツールと

しての新たな機能の登場も期待されています。
※「第３世代携帯電話」とは：国際利用が可能で、データ通信速
度が速く、テレビ電話などマルチメディア（文字、映像、動画、
音声）を利用した各種サービスが利用できる携帯電話のこと

中国の携帯電話事情

中国の携帯電話ユーザー数は、０９年２月末現

在で６．５９億人（普及率４８．５％）に上り、携帯大国

と言える状況です。しかし、端末のほとんどは

２Ｇ携帯で、通話とメール（ショートメールサー

ビス）が主体であり、インターネットは簡易な

ものしか利用できません。

過去、多くの日本メーカーが中国市場に参入

していましたが、現在、中国の携帯電話市場で

日本メーカーの製品を見かけることはほとんど

ありません。

理由として日本メーカーが高機能な機種を提

供したのに対し、欧米メーカー（ノキアやモト

ローラ）、韓国メーカー（サムソンやＬＧ）、そ

して中国メーカーは安価で操作の簡単な中国人

の好みに合わせた機種を次々に中国市場へ投入

たことがあげられます。結果として、欧米や韓

国の戦略が奏功する一方、高機能な機種に固執

した日本メーカーは価格競争にも巻き込まれ、

中国からの撤退を余儀なくされたのです。

３Ｇ携帯サービス開始の経緯と日本メーカーの

再挑戦

中国は、３Ｇ携帯のサービスを本格開始する

にあたり、これまでに築いた２Ｇ携帯の通信

ネットワークとは別に、新たに通信ネットワー

海外リポート
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クを整備する必要があります。総投資額は、２

兆元（約２９兆円）とも言われています。なぜここ

まで巨額の投資をする必要があるのでしょうか。

主な理由は以下の３点です。

� ２Ｇ携帯の周波数帯域の不足解消・・・中

国では主に都市部を中心に音声やデータ

通信の品質が低下しており、利用途中で

中断するなどの不具合が発生している。

� 携帯インターネットサービスへのニーズ

対応・・・携帯電話ユーザーの間では、よ

り高度なサービスを受けたいというニー

ズが高まっている。

� ３Ｇ携帯導入による内需拡大・・・ＧＤＰ

拡大のために、政府主導で通信ネット

ワーク整備と携帯買い替え促進を進める。

２Ｇ携帯では、チャイナモバイル（中国移動）

が中国の携帯電話市場の３分の２を占める状態

ですが、今般の３Ｇ携帯サービス開始で業界の

シェアが大きく変わる可能性もあります。冒頭

に述べましたように、３Ｇ携帯のサービスの免

許は、中国の通信業者３社へ付与されました。

チャイナモバイルは、中国独自方式である「Ｔ

Ｄ‐ＳＣＤＭＡ」方式を採用しましたが、チャ

イナテレコム（中国電信）は３Ｇ携帯の世界市場

の２３％を占める「ＣＤＭＡ２０００」方式（日本で

はａｕが採用）を、チャイナユニコム（中国聯通）

は７７％を占める「Ｗ‐ＣＤＭＡ」方式（日本では

ＮＴＴドコモ、ソフトバンクが採用）を採用し

ています。

日本では３Ｇ携帯が主流になり、米国でも「ｉ

Ｐｈｏｎｅ」が大ヒットし、携帯インターネッ

トがポピュラーになりましたが、中国でも携帯

インターネットが流行する可能性は高いと考え

られます。日本と共通の規格が中国の３Ｇ携帯

のサービスに採用されたことにより、日本の

メーカーは現在の３Ｇ携帯端末とコンテンツを

中国市場にそのまま持ち込むことができるよう

になることで、ビジネスチャンスが生まれる予

定です。シャープの携帯電話は液晶画面が非常

にきれいだということで、一部の中国人ユー

ザーの中で人気になっています。２Ｇ携帯では

撤退を余儀なくされた日本メーカーですが、３

Ｇ携帯では高付加価値な機能と豊富な携帯イン

ターネットコンテンツを武器に再度中国で勝負

することができそうです。

日本のブランドイメージと中国市場のマーケ

ティング戦略

中国では、自分を格好良く見せるモノは、高

いモノでもよく売れると言われています。たと

えば、化粧品や衣料品が挙げられます。携帯電

話もファッショナブルなもの、自分を引き立て

るものとして高価な機種もよく売れています。

中国において、日本ブランドのイメージは非

常に良好で、「品質が良い」、「耐久性がある」、

「安全である」、「体に良い」、「スタイリッシュ

である」などと言ったイメージを持たれている

ようです。

なお、日本のモノを中国に販売する際に全般

的に言えることですが、中国は、国土が広く東

西南北で傾向や好みが全く違うため、マーケ

ティングを行う際には、中国ひと括りでは行わ

ず、ターゲットを絞った地域ごとの調査も必要

です。

高機能な付加価値を必要とする３Ｇ携帯であ

るがゆえに、品質が良い日本のメーカーにとっ

通信会社名 携帯電話ユーザー規模 ３Ｇ方式 同規格の日本の通信会社

�
チャイナモバイル

（中国移動）
（２Ｇ）３億９，９５０万人 ＴＤ‐ＳＣＤＭＡ なし（中国独自方式）

�
チャイナテレコム

（中国電信）

（２Ｇ） ２，７９１万人

（ＰＨＳ） 約４，０００万人
ＣＤＭＡ２０００ ａｕ

�
チャイナユニコム

（中国聯通）

（２Ｇ）１億２，５４３万人

（ＰＨＳ） 約３，０００万人
Ｗ‐ＣＤＭＡ

ＮＴＴドコモ

ソフトバンク

海外リポート

表１ 中国の３Ｇ携帯サービス通信会社
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上海の携帯電話販売店の様子

ては、中国進出へのマーケティング戦略が可能

となるのです。

コンテンツと販売ツール

３Ｇ携帯の時代を迎え、通信業者にとっては

通信料の値下げ合戦よりも携帯インターネット

のコンテンツや電子決済などの便利な機能の提

供力が勝敗を決めると言われています。また、

金融や交通機関などの事業者と連携することも

不可欠のようです。

昨年８月、ＮＴＴドコモは中国上海に現地法

人「ドコモチャイナ」を設立しました。「ドコ

モチャイナ」は、直接携帯電話の通信サービス

を提供する通信会社というわけではなく、無線

通信による営業支援サービスなどを行っていま

す。今後は、中国で３Ｇ携帯サービスが始まる

「Ｗ‐ＣＤＭＡ」方式を採用するチャイナユニ

コムとコンテンツの企画やアプリケーションソ

フトウェア提携等を進めていくことが見込まれ

ています。

また、インターネットショッピングが盛んな

中国では、販売ツールとしてＳＮＳ（ソーシャ

ルネットワーキングサービス）の利用が有効で

あると言われています。ＳＮＳはコミュニティ

型会員制ウェブサイトのことで、日本では「ｍ

ｉｘｉ」（ミクシィ）に代表されます。中国の若

者の間では、インターネットの利用が非常に進

んでおり、ＳＮＳの利用も盛んです。企業によっ

ては学生が多く利用するＳＮＳとタイアップし、

広告戦略を進め、数年後の主力購買層となる学

生層の囲い込みを図っているところもあるよう

です。３Ｇ携帯のサービスが開始すれば、現在

インターネットで行われているＳＮＳに近い

サービスが携帯でさらに身近になり、多くの人

たちに利用されることになると考えられています。

今後は、メールと３Ｇ携帯サービスを組み合

わせたマーケティング調査の実施など、その活

用方法の可能性などへも期待が高まるところです。

今後の課題とまとめ

昨年の北京オリンピック期間中にチャイナモ

バイルが行った３Ｇ携帯のサービス試行テスト

では、「携帯電話端末が使いにくい」、「コンテ

ンツが未成熟」など、評判は芳しくなかったよ

うです。日本でも３Ｇ携帯のサービスが開始さ

れた当初は、「電波が届きにくい」、「電池がす

ぐ切れる」といった不具合がありました。中国

においては今後、他国のトラブル事例やユー

ザーのニーズを踏まえながら、３Ｇ携帯のサー

ビスを普及させていく必要があります。

そのような中、総務省では「ＩＣＴ（情報通

信技術）先進事業国際展開プロジェクト」を立

ち上げました。これは、日本の優れた情報通信

分野での技術を積極的に海外で展開させるため

の戦略的事業です。

特に、中国が日本と同じ３Ｇ携帯サービスに

移行し始めたことに注目し、中国進出を図る携

帯コンテンツ事業者やアプリケーション開発事

業者に対しては、国費を投入して新たな技術開

発への支援や事業採用に向けた交渉環境の整備

をすることにしています。

さらに５月５日には、鳩山邦夫総務相が中国

の李毅中工業情報相と会談し、３Ｇ携帯のコン

テンツ分野で協力を進める「ＩＴ（情報技術）分

野での日中包括協定」を締結、「日中モバイル

ブロードバンド合作推進会」が設立されたとこ

ろです。

このように、日本国内の事業者が中国という

魅力的な市場へ参入する環境は整いつつありま

す。今後、市場ニーズに柔軟に対応することで、

中国の３Ｇ携帯ビジネスへの日本企業の参入を

期待しています。

（上海駐在員事務所 守部 直文）
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九州の最近の経済動向
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［鉱工業動向］……………在庫調整進み、前月比上昇

２００９年３月の九州の鉱工業生産指数（季節調整済）は、大幅な減産が続くなか徐々に在庫調整が進み

つつあり、前月比２．６％上昇して７０．８となりました。

［業種別動向］……………電子部品・デバイス、化学、輸送機械などが上昇

鉱工業生産指数の２００９年３月の動き（前月比）を業種別でみると、ゲーム機向けロジックデバイスや

マイコンが増加した電子部品・デバイスや、化学、輸送機械などが上昇、金属製品、一般機械、電気

機械などは低下しましたが、前月比で鉱工業全体は５ヵ月ぶりに上昇しました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………厳しさ続く

企業部門は生産活動の悪化が継続しています。また、家計部門は雇用環境悪化の影響に伴う生活防

衛意識の高まりなどで、大型小売店販売額は前年を下回っています。新設住宅建設は、分譲をはじめ

持家、貸家ともに前年比減少し、公共投資も前年実績を下回っています。ただ、企業倒産については、

中小企業の資金繰り支援の緊急保証制度の効果もあり、件数、負債総額ともに前年比を下回りました

が、福岡県の景気は厳しさが続いています。

先行きについては、基幹産業における在庫調整が進み、減産を緩和していることもあり、下げ止ま

りの兆しがあるといえます。

［生産活動］……………主要業種の多くで低下

２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、基幹産業である自動車や半導体の減産が響

き、生産指数は６６．１と、前月比１３．０％低下しまし

た。主要業種では鉄鋼は微増したものの、一般機

械、輸送機械、化学で前月比低下しました。特に

輸送機械は、前月比３９．１％も低下しました。

［大型小売店］……………生活防衛意識が一層高まる中、天候の影響も
あり、百貨店スーパーともに前年割れ

３月の県内大型小売店販売高は、前年に比べ土

曜日が一日少なかったこと、天候の影響で春物衣

料が不振だったこと、消費者の生活防衛意識が一

層高まったことなどから、前年比７．５％減の５４２億

円となりました。

福岡県経済動向
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福岡県経済動向

［住宅建設］……………貸家の減少等で４カ月連続の前年割れ

３月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１３．５％減の６８６戸、貸家で同２１．７％減の１，３６９戸、

給与で同７６．０％減の４４戸、分譲で同１８．３％減の４３０

戸とすべての指標で減少し、全体では同２２．２％減

の２，５２９戸と、４ヵ月連続で前年を下回りました。

［公共工事］……………請負金額は５カ月連続で前年を下回る

３月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２５．０％増の８８５件、金額が同２．５％減

の４３９億円と、緊急経済対策の一環による分離分

割発注の影響を受け件数では増加したものの、請

負金額は前年を下回りました。

発注者別の請負金額を見ると、（独）水資源機構

などからの増加で「独立行政法人等」で同２３９．６％

増となったものの、「国」で１２．１％減、「県」で６．０％

減、市町村」で２３．９％減となりました。全発注者

合計では５ヶ月連続で前年を下回りました。

［企業倒産］……………負債総額、倒産件数ともに減少

４月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、中小企業の資金繰りを支援する緊急保証

制度の活用が広がったこともあり、件数が前年比

１０．０％減の３６件、負債総額は同１８．３％減となる１８７

億８，２００万円となりました。

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………厳しさ続く

生産面では、一般機械で減少幅が拡大しているほか、内外需要の減退や在庫調整圧力の高まりを背

景に、主力の半導体で生産水準を引き下げており、全体として減少幅が拡大しています。また、個人

消費も所得環境の悪化などにより厳しい状態が続き、公共投資も前年を下回って推移していますが、

住宅投資では増加の動きも出てきています。

［生産活動］……………一般機械など低下し、前月比７．５％減少

２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は前月比７．５％減少し７５．３となり

ました。

減産状況が続くなか、横ばい傾向を維持する食

料品・たばこに加え、二輪車生産を主体とする輸

送機械も前月並で推移しました。

しかし一般機械、電子部品・デバイスの減少率

は、依然厳しい状態が続いています。

［大型小売店］……消費者の節約志向反映し、前年比５．７％減少

３月の県内大型小売店販売高は、消費者の節約

志向の高まりなどにより、前年比５．７％減の１４３億

円と前年実績を下回りました。衣料品や身の回り

品の落ち込みが続く中、食料品も弱い動きとなり

ました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………分譲マンションや給与住宅などが増加し、前年を上回る

３月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比６．４％

増の３１５戸、分譲はマンション増加により同１．３倍

の１１３戸となったほか、熊本大学の留学生宿舎な

どにより給与住宅１４２戸と、大幅に増加しました。

貸家で同３６．６％減の２４９戸と押し下げたものの、

全体では同１１．０％増の８１９戸と、４カ月ぶりに前

年を上回りました。

［公共工事］……………５カ月連続で前年下回る

３月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比７．８％減の４７５件、金額が同１３．３％減

の２３２億円と、件数、請負金額ともに前年を下回

りました。

発注者別の請負金額をみると、「独立行政法人

等」による九州新幹線関連工事で同６０．９％増加し

たほか、「県」で同１０．７％増、「市町村」で同２．１％

増加しました。しかし、「国」で同３２．６％減、前

年工事（病院の大型増改築工事）の反動により「そ

の他」で同９５．１％減と、全発注者合計では５カ月

連続で前年を下回りました。

［企業倒産］……………件数は前年比減少、負債額は増加

４月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２８．６％減の６件、負債総額

が同２６．０％増の２５億９，５００万円となりました。倒

産件数は前年を下回り、負債総額は前年比増加し

ましたが、件数、負債額ともに０８年１２月をピーク

に、沈静傾向で推移しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………厳しさ続く

生産面では、輸送機械（造船）などで高操業が続いているものの、電子部品・デバイスでは生産が急

速に低下しています。また、大型小売店販売額や住宅投資で前年割れが続くなど、個人消費も依然と

して低迷し、大型倒産も発生するなど、長崎県の景気は、厳しさが続いています。

［生産活動］……………電子部品・デバイスなどが低下し、前月比６．６％低下

２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、生産指数は８３．６と前月比６．６％低下しまし

た。輸送機械は前月比で増加しましたが、電子部

品・デバイスが急速に低下したのをはじめ、電気

機械、一般機械、食料品・たばこも低下しました。

［大型小売店］……………消費者の節約志向強まり前年比７．４％減

３月の県内大型小売店販売高は、消費者の節約

志向が強まり、前年比７．４％減の９４億円となりま

した。

業態別にみると、百貨店での販売高は同１０．４％

減、大型スーパーの販売高は、同５．９％減少して

います。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………前年比４７．７％減と大幅減少

３月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

３９．７％減の１４０戸、貸家で同５４．０％減の２６５戸、分

譲で同５０．０％減の１７戸となり、全体では同４７．７％

減の２９２戸と前年を大きく下回りました。減少率

が大きい貸家では、発注者を個人とする着工が前

年比３分の１以下に減っています。

［公共工事］……………４カ月ぶりに前年を下回る

３月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２３．６％増の３２５件、金額が同１６．８％

減の２００億円と、件数は前年並みでしたが、請負

金額は前年を下回りました。

発注者別の請負金額をみると、「国」で同２９．４％

増、「県」で同９．９％増となったものの、前年に大

型リサイクル施設の着工があった「市町」で同

６９．６％減と大きく低下し、全発注者合計では４カ

月ぶりに前年を下回りました。

［企業倒産］……………大型倒産発生により負債額は増加

４月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比６．７％減の１４件、負債総額が

同２．３倍の８２億２００万円と、大型倒産が２件発生し

たことにより負債額は前年比大幅に増加しました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ４．０ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．２ １１０．１ ５．３ １１１．４ ６．０ １０５．２ ２．３ ▲１３．１ ８．７ １０．７ ６，５３５ １３．１ ６，１２１ ▲１３．９

３ １０８．７ ▲０．７ １０９．４ ０．２ １０５．２ １．９ ▲１１．７ ２．２ １１．４ １３，８４５ ▲１２．６ ８，４４３ ３４．９
４ １０８．０ １．８ １０８．６ ２．６ １０４．７ １．０ ９．８ ３．９ １２．２ １１，０２５ ▲４．７ ８，１１９ ▲８．３
５ １０９．３ ０．９ １０９．７ １．５ １０５．３ １．５ ６．１ ３．６ ４．８ ７，６７５ ▲９．６ ９，１５３ ▲３．３
６ １０７．１ ▲０．２ １０６．９ ▲０．８ １０６．２ ２．６ ▲３．９ ▲１．８ １６．７ ９，７４３ ▲１１．３ ８，４３０ ▲３６．５
７ １０６．８ ２．３ １０７．４ ３．０ １０６．３ ２．１ ▲２．２ ７．９ １８．２ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６
８ １０３．５ ▲７．２ １０３．９ ▲７．１ １０６．１ １．７ ▲１１．１ ０．２ １７．１ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０３．６ ０．４ １０４．０ ▲０．５ １０７．７ ３．１ ３．８ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １００．１ ▲６．６ １００．９ ▲７．１ １０８．９ ４．４ ▲５．３ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．１ ▲１６．５ ９３．６ ▲１７．０ １０９．５ ４．３ ▲１２．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ １００．１ ▲４．９ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．２ １４２，７０８ ▲０．３ ４０２，９０３ ▲０．０ ２９８，５３９ ２．５ ０．９８ ３．９ １，１９４ ８．３ ５４，３６３ ３．０ ４０，１４４ １．４

３ １９９，０３１ ▲９．１ ３７９，３９３ ０．３ ３４２，８６８ １．１ ０．９５ ３．８ １，３４７ ８．０ ５５，０２１ ２．７ ４０，４８９ １．４
４ １０４，６９２ ▲１．４ ３８１，３６５ ▲４．５ ３４３，５８６ ０．４ ０．９３ ４．０ １，２１５ ８．４ ５５，０９７ ２．２ ４０，１４６ １．３
５ １０５，３８７ ▲２．１ ３３８，５７３ １．７ ３１５，１５２ ０．６ ０．９３ ４．０ １，２９０ ▲１．５ ５４，９９２ １．６ ４０，２５３ ２．１
６ １２１，１７６ ▲３．８ ５９４，３９３ ▲２．１ ３０７，９７５ ２．６ ０．９０ ４．１ １，３２４ １１．７ ５５，４２８ ２．９ ４０，４３６ ２．１
７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８８ ４．０ １，３７２ １２．９ ５４，８７７ ２．０ ４０，３８７ ２．２
８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８５ ４．１ １，２５４ ４．２ ５４，７０５ ２．２ ４０，４１８ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８３ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ ２．３ ４０，６１９ １．８
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．８ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．８ ４０，９３１ ３．５
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５
２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２６ ４．３

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００８．２ ８２，９６２ ▲５．０ ▲２．１ ▲３．１ ▲９．７ １０６．２ ３．６ １００．５ １．０ １５，５３３ ２．６ ２８５，３２０ １．５

３ ８３，９９１ ▲１５．６ ▲６．１ ▲２２．０ ▲１８．０ １０６．７ ３．９ １０１．０ １．２ １７，６９６ １．７ ４１３，９９９ ▲１．４
４ ９７，９３０ ▲８．７ ▲７．８ ▲５．３ ▲１０．４ １０７．７ ４．１ １００．９ ０．８ １６，８０１ ▲０．７ ２００，８３３ ９．４
５ ９０，８０４ ▲６．５ ▲５．７ ▲８．６ ▲３．１ １０８．９ ４．９ １０１．７ １．３ １６，９４４ ▲０．６ １９０，３３７ ▲４．４
６ １００，９２９ ▲１６．７ ▲６．６ ▲１５．１ ▲２７．２ １０９．９ ５．８ １０２．２ ２．０ １６，９０４ ▲２．７ ２４２，３２３ ▲１．８
７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．４ ７．５ １０２．４ ２．３ １８，６５９ ０．２ ２６７，２６３ ９．４
８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．５ ７．６ １０２．７ ２．１ １６，５２７ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．８ ７．０ １０２．７ ２．１ １５，５８９ ▲２．１ ２６９，０５６ ▲５．６
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．５ ４．５ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．７ ▲０．９ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０
２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．３ ▲１．８ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０４．０ ▲２．５ １００．７ ▲０．３ １６，５１７ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。着
工建築物工事費予定額（民間発注分）は、会社、会社でない団体、個人が建築主となっている工事の合計。大型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の
前年比は、名目値の前年比。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は
年末、月末残高。都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。

（注１） 可処分所得・消費支出は、勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）の廃止に伴い、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含む）へ変更。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．６ ０．１ １００．６ ▲５．１ １１６．３ ２．４ １１０．６ ９．３ １１３．４ １．０ １０２．８ ０．１ １２２．８ ０．４
２００８．２ １０７．７ １０．１ １０５．２ １．６ １２１．５ １５．７ １０４．７ ９．９ １３０．４ ２８．１ １０９．３ １１．１ １１０．０ １．３

３ １０８．３ ６．７ １０１．７ ▲２．８ １１１．２ １１．１ １１９．７ ２１．９ １１９．１ １４．５ １０７．０ ５．４ １２６．５ ４．２
４ １０５．６ ８．５ １０６．９ ２．４ １２５．２ ７．０ １２２．７ ２１．１ １１６．８ ２６．３ １０５．５ ８．９ １２９．３ １０．１
５ １０７．０ １０．７ １０５．５ ２．２ １０６．７ ▲２．３ １１５．５ ２３．３ １２９．６ ４６．５ １０７．７ １３．１ １１６．２ ▲９．３
６ １０４．９ ６．６ １０２．９ １．１ １２４．８ ▲０．１ １０３．０ ４．８ １２２．９ ２１．７ １０３．９ ５．８ １２８．３ １．５
７ １０８．５ １０．４ １０４．２ ▲５．８ １１７．０ ０．６ １１１．３ １２．８ １３１．４ ３７．３ １１１．６ １３．７ １１６．７ １．４
８ １０２．４ ▲４．７ １００．０ ▲８．４ １１０．５ ▲０．７ １１１．５ ６．５ １１２．５ ▲１３．２ １０１．４ ▲７．６ １２９．３ ３．２
９ １０１．７ ▲０．１ １０１．８ ▲６．１ １１８．４ ６．０ １１８．４ ７．８ １１３．５ ▲２．２ １０１．０ ▲１．３ １１５．３ ▲８．５
１０ ９７．０ ▲９．６ １００．３ ▲２．１ １１１．４ ▲７．４ １１５．０ ８．２ １００．８ ▲２４．２ ９５．５ ▲１１．５ １１６．３ ６．２
１１ ９２．４ ▲１６．９ ９１．８ ▲１４．３ １１２．７ ▲６．２ １０５．６ ０．５ ８０．９ ▲４２．６ ８６．９ ▲２２．９ １２６．０ ４．２
１２ ８６．０ ▲１８．７ ７７．６ ▲２７．５ １０９．１ ▲７．８ ９５．４ ▲７．５ ７３．１ ▲４６．８ ９３．８ ▲１１．１ １３０．９ ２．９

２００９．１ ７６．０ ▲２９．０ ５７．２ ▲４５．８ ９０．７ ▲２９．４ ８４．９ ▲１３．６ ６３．７ ▲４９．７ ７２．５ ▲３３．１ １２５．６ ▲１．０
２ ６６．１ ▲４０．９ ５７．６ ▲４７．３ ７３．３ ▲４１．７ ７６．６ ▲２９．５ ３８．８ ▲７１．４ ６１．４ ▲４６．０ １１９．９ ５．１
３

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．０ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００８．２ １５．７ １．３ １９０ ▲２６．１ ２７１ ▲１９．６ ３，０８６ ▲３４．２ ▲８．０ ▲３４．４ ▲５０．６ ９９．７ ０．４ ５０，８９０ ▲２．１

３ ２．５ ０．４ ４５１ ▲４７．０ １９２ ▲５０．０ ３，２５０ ▲４２．０ ▲０．５ ▲５１．２ ▲５６．７ １００．２ ０．８ ５８，５２７ ▲４．８
４ １８．０ ４．７ ３４８ ▲２７．０ ２１４ ▲３２．０ ４，０３０ ▲３．７ ▲６．５ ▲３．５ ▲１．７ １００．０ ０．４ ５５，２７９ ▲１．０
５ ２３．９ ０．４ ６３９ ２７．４ ２５４ ▲３１．４ ５，１３３ ３４．３ ２．６ ９．８ １９０．２ １０１．０ １．１ ５６，６２５ ▲０．１
６ １２．６ １０．７ ３０２ １４．６ ４４９ ▲３６．６ ４，２３９ ▲２９．２ ▲７．７ ▲２８．７ ▲４６．０ １０１．５ １．５ ５３，６６１ ▲４．５
７ ３０．６ ６．４ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，７９２ １．８
８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，３５７ ▲０．９
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，６２４ ▲３．０
１０ ６．８ ０．１ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．５ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．５ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１
２ ▲５１．１ ▲４３．７ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３５．７ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．２ １１，０５１ ０．５ ５，７３３ ０．５ ３８３，６０５ ７．０ ３５８，８０５ ３１．９ ０．７０ ３２ ▲２２．０ １６９，７０４ １．４ １３４，４８９ ２．５

３ １５，０４２ ０．４ ７，７９２ ▲４．３ ３４６，４７５ １４．３ ３４６，４６３ １７．２ ０．６９ ６０ ６６．７ １６９，７２７ ０．３ １３５，０６６ １．９
４ ７，６８４ ９．９ ４，０２７ ▲４．３ ３４０，１１９ ▲０．６ ３４３，８９３ １５．２ ０．６８ ４０ １１．１ １７３，３３８ １．３ １３４，００１ ２．１
５ ７，０７２ ▲５．６ ４，２２１ ▲０．２ ２９４，９４４ ０．４ ３００，６１５ ５．３ ０．６６ ４６ ▲１４．８ １７２，６３０ １．９ １３４，７７９ ３．２
６ ９，２１９ １．４ ４，８３７ ０．３ ５０３，５０３ ６．２ ２６９，２６９ ３．８ ０．６４ ４９ １４．０ １７３，７１５ １．８ １３４，５０３ ２．７
７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６３ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４
８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６１ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６０ ５７ ２３．９ １７０，７５６ １．０ １３３，７７２ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７５ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５
２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２０００年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２０００年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．５ ▲５．３ ９８．１ ▲１．２ １３８．６ ０．６ ７８．１ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １００．９ ▲６．８ １２４．４ ９．９
２００８．２ １０６．４ １．４ １００．０ ▲６．６ １５６．７ １１８．７ ８７．３ ３．２ ７８．７ ▲４５．９ １０１．７ ０．６ １２８．６ ３８．７

３ １１０．５ ２．８ １０１．１ ▲２０．５ １６３．８ １３８．６ ８０．２ ２．９ ７６．１ ▲４９．２ １０７．９ １．３ １１８．１ ３４．４
４ １０９．８ ２．５ ９７．３ ▲１０．９ １５４．６ １１０．４ １１６．２ １６．１ ８７．８ ▲４１．１ １０７．１ ４．１ １１３．５ ３６．４
５ １０８．０ ▲０．３ １０２．４ ▲１１．３ １４４．５ ８８．０ ９７．７ ▲２０．９ ９４．２ ▲３４．０ １０５．９ ▲１．８ １１７．０ ４０．５
６ １０５．６ ▲０．１ ９９．４ ▲１３．４ １３４．９ ７８．５ ７２．１ ▲３８．１ １０３．６ ▲２２．５ １０１．３ ▲０．３ １２０．３ ４５．２
７ １０２．３ ▲２．５ ９９．３ ▲５．７ １３９．３ ８４．４ ６７．９ ▲４９．６ １０１．４ ▲２６．７ １０２．３ ▲１．８ １２４．８ ４６．２
８ １０３．１ ▲２．７ １０５．２ ▲７．７ １３０．３ ７１．３ ７０．３ ▲４２．６ ９８．０ ▲２７．９ １００．３ ▲６．４ １２２．３ ４３．９
９ １０３．３ ▲１．３ ８９．６ ▲４．３ １３８．０ ０．５ ６６．２ ▲３０．０ １０５．２ ２０．７ １０３．３ ０．９ １１９．２ ４．７
１０ ９８．９ ▲８．２ ９４．８ １．４ １３４．７ ▲９．２ ６３．１ ▲４２．１ １０２．６ ８．１ ９７．０ ▲１１．１ １２６．９ １４．２
１１ ９６．３ ▲１２．６ ９６．９ ▲２．５ １１３．５ ▲２２．９ ５６．３ ▲４３．２ １０４．６ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．７ １８．８
１２ ９１．９ ▲１１．０ ９１．２ ▲１．１ １０７．６ ▲２２．２ ６９．１ ▲４０．１ １０２．１ ２７．８ ８８．９ ▲１１．３ １４３．５ ２６．３

２００９．１ ８１．４ ▲２３．２ ９６．５ ▲２．７ ８５．７ ▲４３．２ ６６．０ ▲２７．７ ７３．４ ▲７．１ ８０．５ ▲１９．８ １４４．９ １６．６
２ ７５．３ ▲３１．９ ９６．１ ▲７．８ ７５．２ ▲５３．６ ４９．６ ▲４５．２ ７３．５ ▲１０．４ ７５．６ ▲２８．５ １４５．８ １３．４
３

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．９ ２１．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．２ ２９．９ ▲２５．２ １５７ ５２．４ １３４ ３７．０ ９６３ ▲１８．１ ▲１６．５ １１．３ ▲６５．３ １００．０ ０．９ １３，５５１ ▲７．１

３ １９．３ ▲１７．５ ２６８ １７．０ ６９ ▲２７．４ ７３８ ▲３８．０ ▲１２．７ ▲４５．０ ▲６５．２ １００．３ ０．６ １５，１８９ ４．６
４ ▲１３．６ ４２．６ ２４１ ２８．９ ４２ ▲８１．５ ９９４ ７．２ ２８．４ ▲２２．５ ２１５．６ １００．１ ０．３ １４，５６９ ▲３．１
５ ２７．１ ２０．２ １８０ ▲１１．４ ７３ ▲６５．１ １，０５６ ▲３１．０ ▲１２．０ ▲２４．１ ▲７９．５ １０１．０ １．１ １４，８２２ ▲１．１
６ ▲９．８ ▲１６．３ ９４ ▲２８．２ ８１ ▲４３．７ １，０６３ ▲２４．４ ▲１６．６ ▲５７．３ ３６３．８ １０１．４ １．７ １４，０５７ ▲４．２
７ ６．６ ６６．９ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４
８ ４．０ ５８．６ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ４８．６ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４５．６ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ２７．７ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２５．９ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１５．１ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０
２ ▲５５．３ １６．４ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．３ ５４．７ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．２ ３，２５０ ２．３ ２，８８３ １．７ ３３７，４３３ ▲９．９ ２７９，２９２ ▲２．５ ０．７３ １５ ▲６．３ ４７，１７９ ２．１ ２８，１９８ ３．５

３ ４，７２４ １．３ ３，８２２ ▲２．５ ３５２，２１６ ▲７．１ ３２３，０３０ ６．７ ０．７２ １５ ２５．０ ４７，１２２ ０．２ ２８，８９３ ３．８
４ ２，１７６ ９．２ １，９９３ ▲１．６ ３３３，６５９ ▲１２．０ ３４２，９５９ １２．４ ０．７１ ７ ▲１２．５ ４７，７３１ ０．３ ２８，２３２ ４．８
５ ２，１３１ ▲０．６ ２，１７３ ▲０．８ ３１６，２１９ ▲６．６ ３１４，５５１ ▲１．１ ０．６８ １７ ３０．８ ４８，４２８ ２．７ ２８，７０６ ５．５
６ ２，４９４ ▲２．８ ２，４１７ ▲０．３ ５６２，５２８ ▲１０．１ ２８０，７６３ ６．１ ０．６５ １６ ４５．５ ４９，２１１ １．５ ２８，６２１ ４．４
７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６３ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８
８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０６９ ▲２．７ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．５９ １６ ４５．５ ４８，１６８ ０．４ ２８，９１４ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９８ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７４ ３．０
１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０
２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１９．１ １２．５ １５５．２ ４５．８ １０３．１ ３．１ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ １，９１６ ▲１１．５ ２，５６２ ▲１６．８ ０．７
２００８．２ １２８．７ ２１．０ １５６．７ １７．０ １１４．２ ９．０ ４６．９ ▲２１．６ １３７．８ ３１．２ １９４ １７．５ ２４６ ▲２．６ ７．５

３ １０３．６ ▲０．４ １５７．６ ２１．４ １１０．０ ２．０ ３２．４ ▲５０．３ １３１．６ １７．８ １８７ ▲１２．４ ２２４ ▲２４．４ １７．４
４ １２９．５ ２９．６ １４４．０ ３２．７ １０４．４ ▲１．４ ４８．８ ▲３３．３ １３５．９ ２４．０ ２０２ １２．１ ２３９ ２．６ ２９．３
５ １２２．１ １９．８ １５５．２ ６４．８ １０４．１ ▲７．８ ５３．９ ▲３４．８ １３４．０ １８．３ １８４ ５．７ ２４５ ▲５．３ １０．８
６ １１９．４ １６．９ １５１．７ ５７．６ ９３．１ ▲１３．７ ６０．２ ▲１５．２ １４５．９ ２３．５ ２０２ ５．５ ２９４ ２５．２ ２１．２
７ １１９．６ １３．９ １７８．１ ７７．１ ９６．２ ▲４．２ ６１．８ １．０ １４８．５ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２
８ １３１．５ １７．７ ２０３．３ １０３．３ １０９．５ ▲７．４ ３６．１ ▲４１．５ １５８．９ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２４．０ １９．５ １８７．２ ９０．３ １０７．７ ▲１．１ ３３．３ ▲２７．４ １４８．７ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２４．３ ２０．２ １５２．０ ７６．２ １０１．９ ▲８．８ ３９．６ ▲２２．８ １６５．７ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １１１．５ ▲３．２ １３７．０ ４５．４ ９７．２ ▲１３．９ ６０．４ ２．８ １６２．９ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０２．６ ▲５．８ １２１．２ ２２．４ ９６．９ ４００．０ ４９．３ ▲６．７ １５１．１ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１ ８９．５ ▲２９．０ １１８．０ ▲１５．３ １０１．２ ▲７．１ ４４．９ ▲１１．９ １１４．６ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７
２ ８３．６ ▲３６．６ １０９．９ ▲３１．６ ９５．９ ▲１６．８ ４６．５ ▲３．６ １３８．１ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ▲４４．４

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．６ ５７．０ ０ ０．０１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．２ ２８．７ ３２．１ ５，６４０ ０．５ １３４ ▲１３．３ ３５ ▲４６．８ ５４９ ４．６ ▲２．７ １５．７ ▲５８．３ ３１９ ▲２．３ ９９．６ ０．５

３ １５７．０ ▲１１．３ ６，６１２ ▲３．３ ２４０ １９．９ ２８ ▲１３．８ ５５８ １３．０ ４．０ ２２．３ ６．３ ４９１ ▲９．８１００．０ ０．６
４ ３７．０ ３４．８ ７，６１５ １３．０ ６７ ▲３６．３ ６３ １５８．４ ５１８ ▲２１．５ １０．４ ▲３２．２ ▲５３．７ ４００ ▲９．９１００．２ ０．６
５ ４．８ ４８．４ ６，７４０ １７．８ ４２ ▲４６．７ ３５ ▲２８．３ ４０１ ▲３８．３ ▲１０．３ ▲６２．７ ０．０ ５２９ ▲０．４１００．９ １．２
６ ▲３８．９ １８．８ ５，６８６ １１．２ １１５ ２．３ ４７ ▲２０．３ ７５７ ２９．８ ２９．２ ２８．１ ６４７．１ ２７６ ▲１．３１０１．１ １．７
７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２
８ ６７．３ ６９．８ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １８．８ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２３．６ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．８ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ ２４．２ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．５ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
２ ９．４ ▲３０．３ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲２９．１ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００８．２ ９，３３２ ▲０．１ １，９７１ ４．６ ２，１８５ ▲９．７３０３，９３５ ▲１８．８ ２５１，２４４ ▲１２．０ ０．５９ １４ ５５．６ ４０，５３９ ２．１ ２４，３３７ ▲２．０

３ １０，１７６ ▲２．２ ２，９７８ ３．４ ３，０９８ ▲８．８２７０，１６３ ▲２２．８ ３２２，８１７ ▲１６．５ ０．５９ １８ ６３．６ ４０，３１８ ０．３ ２４，８７４ ▲１．７
４ ９，９０９ ▲３．７ １，３７３ １１．９ １，６７２ ▲１０．８ ３２１，５３１ ▲９．８２８０，３３１ ▲８．１ ０．５９ １５ １５０．０ ４０，９２８ ０．１ ２４，１９３ ▲１．６
５ １０，１２６ ▲４．３ １，３５７ ▲０．６ １，７９３ ▲２．８２７４，３９９ ▲６．８２６０，２８５ ▲２１．８ ０．５８ １１ ▲４２．１ ４１，４１２ １．０ ２４，１４８ ▲１．６
６ ９，７２９ ▲５．２ １，５４８ ▲５．１ １，９５１ ▲２．６５２７，７７７ ８．３２５８，９５６ ▲９．５ ０．５７ １７ ８８．９ ４１，３７８ ▲１．６ ２３，７９５ ▲３．４
７ １１，８８２ ▲１．３ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５６ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８
８ １０，４０８ ▲５．２ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５７ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３１ ▲６．１ ２，０７６ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５６ １５ １５．４ ４０，６１９ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．９ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４１ ▲０．２ ２３，５１４ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７０ ▲０．７ ２３，５６５ ▲２．６
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７
２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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貿易お役立ち情報�
U s e f u l  I n f o r m a t i o n

イベント等は主催者側の都合により変更されることもあります。ご不明な点がございましたら、ＦＦＧ営業企画部総合
調査グループまでお問い合わせください。ＴＥＬ０９２－７２３－２５７６

北京
場 所 展 覧 会 名 期 間

中国国際貿易中心 ２００９中国北京夏季不動産展示交易会 ６月２５日～６月２８日
２００９北京真珠宝石アクセサリー展覧会 ７月１７日～７月２０日
２００９第２０回中国国際ギフト工芸品及び家庭用品ブランド展覧会 ８月２１日～８月２４日
２００９北京国際芸術博覧会 ８月２７日～８月３１日
２００９中国北京秋季不動産展示交易会 ９月３日～９月６日

北京展覧館 ２００９第１３回中国国際ソフトウェア博覧会 ６月１１日～６月１３日
２００９北京国際観光博覧会 ６月１８日～６月２０日
第９回中国国際電池製品及び補助材料、部品、機械設備展示交易会 ６月２５日～６月２７日
２００９第４回中国国際デザイン芸術博覧会 ７月１１日～７月１３日
２００９第１１回中国北京結婚博覧会 ７月１７日～７月１９日
２００９北京輸入自動車博覧会 ７月２８日～８月２日
第５回中国生殖健康新技術新商品博覧会 ８月７日～８月９日
第１６回国際自動識別技術展覧会 ８月１３日～８月１５日
２００９秋季北京家庭内装工事に関するコンサルティーングサービス大会 ８月１３日～８月１６日
第３回中国国際アルミ業展覧会

９月２４日～９月２６日
第３回中国国際銅業展覧会
第３回中国国際非鉄金属圧力鋳造展覧会
第３回中国国際タチニウム展覧会

中国国際展覧中心 中国国際口腔設備材料展覧会及び技術交流会 ６月１０日～６月１３日
第６回北京国際教育博覧会 ６月１３日～６月１５日
第９回中国（北京）建築鉄骨展覧会

６月１８日～６月２０日第１４回中国国際エコロジー建築、建材及び都市建設博覧会
第１４回中国国際建築建材貿易博覧会
２００９第５回北京国際石炭装備及び鉱山技術設備展覧会

６月２８日～６月３０日２００９北京中国（北京）国際ブランド家庭用品及び装飾芸術展覧会
第３回中国国際新型壁材料技術装備製品及び保温材料展覧会
２００９中国国際酒業博覧会

７月３日～７月５日
２００９第１４回中国国際美容美髪用品展覧会
蘇州杭州シルクブランド商品展示交易会 ７月４日～７月１９日
２００９北京国際電動車清掃車エネルギー車及びスポーツカー展覧会 ７月１３日～７月１５日
２００９中国国際都市交通、地下鉄、軌道交通及び市政施設展覧会

８月７日～８月９日
２００９中国（北京）国際楽器及びプロ音響、照明展覧会
２００９冶金、鋳造、非鉄金属展覧会 ８月１３日～８月１５日
２００９北京国際風エネルギー、太陽エネルギー、原子力発電及び電力設備展覧会

９月２日～９月４日
中国国際軍隊民間技術展覧会
２００９北京国際広告、文具、事務用品展覧会 ９月１０日～９月１２日

全国農業展覧館 ２００９中国国際移動通信展覧会
６月２５日～６月２７日

第８回中国国際ビッグスクリーンシステム集成及び視聴商品展覧会
２００９中国環境衛生及び清掃設備技術展覧会 ９月４日～９月６日
２００９第１０回中国国際クリーニング、染色業展覧会 ９月９日～９月１１日
２００９第１１回中国国際気体技術、設備及び応用展覧会 ９月２３日～９月２５日

大連
大連星海会展中心 第１４回中国国際木工機械（夏季）展覧会 ６月５日～６月８日

遼寧国際消防製品と技術交流博覧会 ６月１６日～６月１８日
大連国際真珠宝石アクセサリー博覧会 ６月２６日～６月３０日
２００９大連第五回国際茶博覧会 ７月１日～７月３日
第２回中国大連国際工事用船、ボート展覧会 ７月９日～７月１１日
第７回中国工芸美術博覧会 ７月２３日～７月２６日、８月１９日～８月２３日

世界博覧広場 第１４回中国国際家具（夏季）展覧会 ６月５日～６月８日
中国国際ソフトウェアと情報ファービス交易会

６月１７日～６月２１日
第２３回大連交易会及び装飾内装展覧会
２００９夏季不動産交易大会 ７月２０日～７月２２日
第４回中国（大連）国際アパレル紡績博覧会 ８月２８日～８月３０日

天津
天津国際展覧中心 ２００９第１３回中国国際電線ケーブル及び線材製品展覧会 ７月１日～７月３日

天津国際広告、メデア、新技術、新設備、新材料展示交易会 ９月１日～９月３日
濱海国際会展中心 第３回中国国際冶金技術装備展覧会 ８月１８日～８月２０日

アジア展示会情報
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第３回中国国際鋳造、熱処理及び工業炉展覧会
８月１８日～８月２０日第５回中国国際自動化制御及び計器メーター展覧会

第５回中国国際金属加工技術設備展覧会

長春
長春国際会展中心 ２００９中国長春第六回医療器械博覧会及び第一回家庭用健康器械展覧会 ６月３日～６月５日

２００９第６回長春国際美容美髪及び化粧用品展覧会 １０月１日～１０月３日

瀋陽
瀋陽科学宮会展中心 第１０回遼寧国際教育展覧会 ７月２５日～７月２６日
遼寧工業展覧館 ２００９中国東北（瀋陽）政府仕入れ展覧会 ８月１９日～８月２１日

第３回中国東北アジア（瀋陽）輸入商品博覧会 ９月１日～９月３日

青島
青島国際会展中心 第１０回中国青島国際ホテル用品及び設備博覧会 ６月５日～６月７日

２００９第１０回中国青島国際縫製設備展覧会
６月２８日～６月３０日

２００９第１０回中国青島国際皮、靴機械、靴原材料展覧会
２００９青島社会公共安全防犯及び消防、智能製品展覧会 ７月１０日～７月１３日
２００９第１１回中国青島国際動力伝動及び制御技術展覧会

７月２８日～７月３１日２００９第１１回中国青島国際工業自動化及びメーター計器展覧会
第１１回中国青島ゴム及び包装工業展覧会
２００９第１１回青島国際工作機械金型展覧会 ８月２０日～８月２３日

蘇州
蘇州国際博覧センター 蘇州国際家具展覧会 ６月５日～６月８日

第６回蘇州連携工業展 ９月３日～９月５日
２００９金鶏湖国際自動車文化週および中国（蘇州）国際自動車博覧会 ９月３日～９月７日
第３回中国国際物流科学技術展覧会 ９月３０日
「Valve World Asia」カンファレンス及び博覧会 ９月２３日～９月２４日

南京
南京国際博覧中心 ２００９中国南京多国籍小売企業集団調達会 ６月１６日～６月１８日

２００９アジアアウトドア用品展覧会 ７月３０日～８月２日
中国第９回乳製品展示会 ８月２１日～８月２３日
２００９中国近代農業機器国際展覧会 ８月２７日～８月２９日
２００９第２回中国南京政府調達品展示会 ９月３日～９月５日
第１１回江蘇国際ファッションフェスティバル ９月１０日～９月１２日
２００９南京国際自動車博覧会 ９月２７日～１０月２日

上海
上海新国際博覧中心 中国国際鋳型、鋳型設備展示会及び関連産業展示会

６月２日～６月５日
第１４回北京エッセン溶接及び切割展覧会
上海国際紡績機械展覧会 ６月１２日～６月１５日
２００９中国（上海）国際紡績品及び生地付属品博覧会／２００９中国（上海）国際アパレルOEM生産博覧会

６月２３日～６月２５日２００９年世界製薬原料中国展示会
アジア食品材料及び技術展覧会
第１０３回中国文具用品交易会

６月２９日～７月１日
２００９中国継続利用可能建築国際フォーラム 建築SI 技術及びグリーン都市建設博覧会
第７回上海国際景観設計＆都市建設展覧会
中国国際プール、浴室、サウナ、理学療法及び健康設備展覧会
中国国際アルミニウム工業展覧会 ６月３０日～７月２日
第１７回上海国際包装紙業展示会／第１７回上海国際広告技術設備展覧会 ７月７日～７月１０日
第１５回中国国際加工・包装・印刷技術展覧会 ７月１５日～７月１７日
２００９上海国際工作機械展示会／韓国機械展覧会「第１１回国際工作機械見本市」 ７月１５日～７月１８日
中国国際デジタルエンターテイメント技術展覧会 ７月２３日～７月２６日
第９回上海ベビー・キッズ・マタニティ用品博覧会／第１回CBMEベビー服及びアクセサリー博覧会

７月２９日～７月３１日２００９上海国際スポーツ用品博覧会・２００９上海フィットネス機器・レジャー設備国際商貿交易博覧会
２００９上海国際ドア工業展示会
第１０３回中国日用品貿易フェア ７月３０日～８月１日
第２０回中国（上海）国際建設及び屋内装飾展示会／第５中国（上海）国際省エネルギー建築・新型建材展覧会

８月１８日～８月２１日
上海国際自動車材料及び装備技術展覧会
中国国際家庭用紡績品＆付属設備博覧会 ８月２５日～８月２８日
中国国際メリヤス博覧会 ８月２５日～８月２７日
第６回上海国際ステンレス展示会

９月１日～９月３日
２００９中国（上海）国際鋳物博覧会／２００９第７回（上海）国際非鉄金属及び特殊鋳物展示会
中国国際皮革展示会／中国国際靴展／中国国際スーツケース、皮服展示会（ファッション展示会）「Moda Shanghai」 ９月２日～９月４日
第１５回中国国際家具展覧会 ９月９日～９月１２日
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中国国際五金（ハードウェア）展覧会 ９月１６日～９月１８日
中国国際縫製設備展覧会 ９月２２日～９月２５日
２００９上海国際難燃・防火新技術、素材展覧会／２００９中国（上海）国際新技術繊維生地展覧会 ９月２３日～９月２５日

上海世貿商城（上海マート） ２００９第２回化学工業品運送設備工業展覧会／２００９第３回ゴム・プラスチック剤及び原料工業技術展覧会 ６月４日～６月５日
２００９上海建築設計・都市計画展覧会 ６月１０日～６月１２日
２００９第６回中国国際自動販売システム＆ビジネス用自動サービス製品展覧会／２００９上海国際デジタル商品＆技術展覧会 ６月２２日～６月２４日
２００９上海男性用品展覧会 ６月２４日～６月２６日
第１６回中国（上海）国際ウェディングドレス撮影器材展覧会＆国際児童撮影・テーマ撮影展覧会 ７月２日～７月５日
第３回国際ギフト展 ８月６日～８月９日
２００９中国国際複合材料展覧会 ９月２日～９月４日
２００９（第１３回）上海芸術博覧会 ９月９日～９月１３日
２００９アパレル国際交易会

９月１７日～９月１９日
PS China２００９
２００９中国（上海）国際ソーシングフェア ９月２２日～９月２４日
２００９ワイン・チーズ・チョコレートフェア ９月２６日～９月２７日

上海光大会展中心 第１回中国（上海）国際機器視覚システム及び技術展覧会・セミナー／第１回中国（上海）組込式システム及び技術展覧会
６月２日～６月４日

第１３回国際工業自動化＆制御技術展覧会／第１３回国際センサー感度＆信号測定展覧会
第１１回中国摩擦密封材料技術交流会及び製品展覧会／第２回中国自動車・オートバイ部品・特許新製品技術交流展覧会及びフォーラム ６月６日～６月７日
２００９浙江（上海）旅行用品交易会

６月１２日～６月１４日
２００９上海紡績工業及び非紡績工業展覧会
EXPOLAB ６月１７日～６月１９日
２００９中国国際撮影及び撮影器材展示会

７月２日～７月５日
第１６回中国（上海）国際ウェディングドレス撮影器材展示会
第８回中国（上海）国際電子工業展示会／第６回上海国際携帯電話産業・タッチパネル・アンテナ製品展示会及びフォーラム ７月８日～７月１０日
第４回上海国際食肉産業展示会／上海国際食品衛生＆食品安全技術・設備展示会 ７月１３日～７月１５日
２００９上海国際クレーン及び部品展示会／２００９第５回上海国際フォークリフト・物流展示会 ７月２３日～７月２５日
２００９上海国際コンテナ・マルチモーダル輸送展覧会 ７月２８日～７月３０日
第８回中国（上海）壁紙・織物・ホームアクセサリー博覧会 ８月３日～８月５日
２００９秋季中国（上海）ウェディング博覧会 ８月７日～８月９日
Lifecare／２００９中国薬局展 ８月１２日～８月１４日
中国自動車用品全世界交易会 ８月１７日～８月１９日
２００９上海家庭紡績品博覧会／上海カーテン・装飾展覧会 ８月２５日～８月２７日
２００９第４回上海国際ドア工業展覧会／２００９第４回上海国際ドア、窓、壁及び技術・設備展覧会 ８月２８日～８月３０日
中国国際タイヤ博覧会 ９月７日～９月１１日
自動車検査・品質管理博覧会 ９月１３日～９月１８日
中国国際電気ケーブル工業展覧会

９月２２日～９月２４日
SIBE ２００９第３回上海智能建築展覧会（インテリジェントビルディング展）
２００９第６回上海医療機器展覧会／２００９上海医薬品交易会 ９月２７日～９月２９日
第９回全国農薬交流会＆化学肥料展覧会 ９月２８日～９月３０日

上海国際展覧中心 中国国際生物技術及び器械設備博覧会 ６月１日～６月３日
２００９第６回上海国際模型展覧会 ６月６日～６月８日
第１５回上海国際冶金工業展覧会／中国国際鋼鉄貿易博覧会／第５回上海国際金属工業展覧会 ６月１１日～６月１３日
第１６回中国（上海）国際ウェディングドレス撮影器材展覧会＆国際児童撮影・テーマ撮影展覧会 ７月２日～７月５日
第７回上海国際電力設備・技術展覧会／第６回上海国際電気工事及び電工設備展覧会 ７月８日～７月１０日

香港・マカオ
Hong Kong Convention &
Exhibition Centre

第５５回夏季婚礼見本市 ６月５日～６月７日
第１０回香港ビューティ・コスメティックフェスタ２００９ ６月５日～６月７日
第４回ビジネス・インセンティブ旅行見本市 ６月１１日～６月１３日
第２３回国際旅行見本市（香港） ６月１１日～６月１４日
香港宝石見本市（６月） ６月１８日～６月２１日
小売業アジアエキスポ会議２００９ ６月２４日～６月２６日
第１９回オーストラリア教育見本市 ６月２７日～６月２８日
HKTDC香港ファッション見本市（春・夏季） ７月６日～７月９日
HKTDC夏季贈答品・家庭用品・玩具商談会２００９ ７月６日～７月９日
第６回香港国際教育エキスポ ７月１１日～７月１２日
香港婚礼・披露宴・婚礼ギフトエキスポ２００９ ７月１７日～７月１９日
HKTDC香港ブックフェア２００９ ７月２２日～７月２８日
香港コンピュータゲーム展示会２００９ ７月３１日～８月４日
第７回香港国際教育エキスポ ８月１日～８月２日
第１７回赤ちゃん・幼児向け製品エキスポ ８月７日～８月９日
香港ハイテクオーディオ・ビジュアルショー２００９ ８月７日～８月９日
香港国際茶フェア２００９ ８月１３日～８月１５日
HKTDC食品エキスポ２００９ ８月１３日～８月１７日



38 FFG調査月報 2009年6月

貿易お役立ち情報�
U s e f u l  I n f o r m a t i o n

場 所 展 覧 会 名 期 間

現代漢方医学・健康関連製品国際会議・展示会２００９ ８月１３日～８月１７日
第９回家庭用品エキスポ２００９ ８月２１日～８月２３日
香港家具フェア ８月２１日～８月２３日
香港インテリアデザイン・宝飾品フェア ８月２１日～８月２３日
第５６回秋・冬婚礼エキスポ ８月２１日～８月２３日
香港コンピュータ・通信機器フェスティバル２００９ ８月２１日～８月２４日
第７回ナチュラルプロダクツエクスポ アジア ８月２７日～８月２９日
レストラン＆バー香港２００９ ９月１日～９月３日
HKTDC香港時計フェア２００９ ９月２日～９月６日
香港宝飾品フェア（９月） ９月２３日～９月２７日

Asia World Expo アジアファッション・宝石・アクセサリーフェア（６月） ６月１８日～６月２１日
第４回香港ペットアクセサリーエキスポ２００９ ７月３１日～８月２日
香港国際水族エキスポ２００９ ７月３１日～８月２日
香港ファミリーエキスポ２００９ ７月３１日～８月２日
航空機インテリアエキスポ（アジア） ９月８日～９月１０日
アジアファッション・宝石・アクセサリーフェア（９月） ９月２１日～９月２４日
香港宝飾品フェア（９月） ９月２１日～９月２５日

ベネチアン マカオ ゲームエキスポ アジア２００９ ６月２日～６月４日
アジアファッション織物フェア ９月８日～９月１０日

深セン
深セン会議展覧中心 第７回深セン磁気原材料・機器見本市 ６月１９日～６月２１日
（Shenzhen Convention & 第７回中国（深セン）国際自動車見本市 ６月１９日～６月２１日
Exhibition Centre） 第１０回DZX印刷見本市２００９ ６月１９日～６月２１日

第１７回電子部品見本市＆写真用電子製品見本市２００９ ６月１９日～６月２１日
第１３回華南地区水資源産業見本市 ６月２４日～６月２６日
第２０回中国時計・宝石・ギフトフェア ７月２日～７月５日
第９回中国（深セン）国際ブランド衣料・アクセサリー展示会 ７月９日～７月１１日
深セン国際マタニティ＆衣料エキスポ２００９ ７月９日～７月１１日
深セン衣服・アクセサリー国際貿易見本市 ７月９日～７月１１日
深セン国際婚礼エキスポ＆結婚文化フェスティバル２００９ ８月７日～８月９日
深セン国際織物エキスポ２００９年秋 ８月７日～８月１０日
深セン文房具・モダンオフィスエキスポ２００９ ８月８日～８月１０日
深セン国際携帯電話・インターネット＆デジタルテクノロジーエキスポ２００９ ８月１９日～８月２０日
第１５回深セン電気製品機器＆電気産業エキスポ ８月２５日～８月２８日
華南地区（深セン）国際自動車エキスポ＆国際工業技術機器エキスポ ８月２５日～８月２８日
第３回深セン国際鋳型エキスポ ８月２８日～８月３０日
第１１回中国国際照明＆電気機器エキスポ ９月６日～９月９日
深セン国際宝飾品エキスポ２００９ ９月１３日～９月１７日
中国深セン不動産フェア＆住宅産業エキスポ ９月２９日～１０月３日
中国深セン農業製品エキスポ２００９ ９月３０日～１０月３日

広州
広州中国輸出商品取引会 第２３回国際陶磁器産業見本市 ６月１日～６月４日
琶洲展館 第１９回国際靴・皮革製品見本市 ６月２日～６月４日
（China Import & Export Fair 広州一般用セキュリティ＆セーフティエキスポ２００９ ６月９日～６月１１日
{Pazhou} Complex） 広州国際照明見本市 ６月９日～６月１２日

第１０回中国広州国際金属・冶金産業見本市 ６月２３日～６月２６日
第７回国際歓待機器＆供給フェア（広州） ６月３０日～７月２日
第１１回中国（広州）建物装飾フェア ７月８日～７月１１日
中国（広州）国際床材フェア２００９ ７月８日～７月１１日
中国（広州）衛生機器・ビルセラミック国際展示会２００９ ７月８日～７月１１日
第２４回中国国際家庭用装飾・家庭用インテリアフェア２００９（広州） ９月６日～９月９日
第６回中国国際SMEフェア＆中国スペインSMEフェア ９月２２日～９月２５日
広州国際ビューティ・コスメティック 輸出エキスポ２００９ 秋 ９月２４日～９月２６日

広州市錦漢展覧中心 広州設備製造サポートコラボレーション＆技術協力フェア２００９ ６月１３日～６月１５日
（Guangzhou Jinhan 第４回中国（広州）国際ロジスティクスエキスポ ６月１８日～６月２０日
Exhibition Centre） 広州医療用機器＆薬局エキスポ ２００９ ７月３日～７月５日

広州ビューティ・ヘアビューティ＆コスメティックエキスポ ２００９ ７月３日～７月５日
広州国際仏壇仏具フェア２００９ ７月１８日～７月２０日
広州カレンダー・フェスティバルギフト・カルチャーアイテムフェア２００９ ７月２３日～７月２５日
広州ファスナー見本市 ９月２３日～９月２５日

保利世貿博覧館（Poly World Trade Centre Expo） 型・道具・デザイン・アプリケーション開発の国際貿易フェア ９月１６日～９月１８日
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バンコク
場 所 展 覧 会 名 期 間

バンコク国際貿易展示センター
（Bangkok International Trade &
Exhibition Centre）

第８回国際飲料製造処理・包装処理技術展示会 ６月１７日～６月２０日
第１６回国際医療品・化粧品包装処理技術展示会 ６月１７日～６月２０日
第１４回国際水産加工・パッケージ関連技術展示会 ６月１７日～６月２０日
第６回国際ペット・プラスティックパッケージ・原材料展示会 ６月１７日～６月２０日
第１５回国際製缶技術展示会 ６月１７日～６月２０日
第３回国際テスト・測定・品質管理機器展示会 ６月１７日～６月２０日
第１７回タイ国際プラスティック・ラバー技術貿易展示会 ６月２５日～６月２８日
金型・ダイカスト技術貿易展示会（タイ） ６月２５日～６月２８日
アセアン自動化部品・自動化装置エキスポ ６月２５日～６月２８日
第９回国際自動化製造・組立技術展示会 ６月２５日～６月２８日
第１１回国際機械・器具・材料等展示会 ６月２５日～６月２８日
タイフランチャイズ＆ビジネスチャンス ２００９ ７月１６日～７月１９日
タイ小売り・食品・ホスピタリティサービスエキスポ ２００９ ７月１６日～７月１９日
ホームプロダクトエキスポ ２００９ ８月７日～８月１６日
タイ国際ロジスティクスフェア ２００９ ９月９日～９月１３日

Queen Sirikit National ホームエキスポ＆リビングコンセプトエキスポ ６月６日～６月１４日
Convention Centre IDP 教育オーストラリアエキスポ２００９ ６月１３日～６月１４日

第１３回サハグループ輸出貿易展示会 ２００９ ６月２５日～６月２７日
高度道路交通システムフォーラム＆展示会 ７月８日～７月１０日
第７回ヤング向けブックフェスティバル ２００９ ７月８日～７月１２日
お米展示会 ７月１５日～７月１７日
ペットエキスポ ２００９ ７月２３日～７月２６日
第８回Amarin ブックフェア ７月２９日～８月２日
アメージングタイグランドセールフェア ２００９ ７月３０日～８月２日
ファーニチャーワールドエキスポ ２００９ ８月８日～８月１６日
住宅建築業者エキスポ ２００９ ８月１９日～８月２３日
婚礼フェア ２００９ ８月２７日～８月３０日
第５回健康食・美容フェスティバル ９月２日～９月６日
食物成分アジア ２００９ ９月９日～９月１１日
現代家具フェア ９月１２日～９月２０日
医療フェアタイランド ２００９ ９月１６日～９月１８日

Impact Exhibition & 住宅＆装飾フェア ２００９ ６月２０日～６月２８日
Convention Centre バンコク婚礼ショー ２００９ ６月２０日～６月２８日

タイ国際ドッグショー ２００９ ６月２５日～６月２８日
RubberPlas２００９（ラバー・ラテックスの技術開発エキスポ） ７月２日～７月４日
メイド イン タイランド ２００９ ７月３日～７月１２日
タイグランドセールエキスポ ２００９ ７月２５日～８月２日
バンコク国際ファッション＆皮革フェア ２００９ ８月１３日～８月１６日
Furnitech Woodtech２００９（木工・家具製造のエクスポ） ９月２日～９月５日
ビルメンテ＆アセットマネジメントエキスポ アジア２００９ ９月３日～９月５日
第４４回バンコク宝飾品フェア ２００９ ９月１５日～９月１９日
家具見本市 ２００９ ９月２６日～１０月４日
バンコク婚礼フェア ２００９ ９月２６日～１０月４日
ファッション＆ジュエリーショー ２００９ ９月２６日～１０月４日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh International
Exhibition & Convention Centre

国際機械機器＆精密機械エキスポ ７月８日～７月１１日
飲食エキスポ ８月１２日～８月１５日

Saigon Exhibition &
Convention Centre

ベトナム建築展示会 ２００９ ６月４日～６月７日
ベトナム漁業関連国際展示会 ６月１２日～６月１４日
第６回ベトナム国際精密工学・工作機・金属加工展示会 ７月８日～７月１１日
ベトナムコンピュータエレクトロニクスワールドエキスポ ２００９ ７月１６日～７月１９日
インターナショナルシューズ＆皮革製品展示会（ベトナム） ８月２７日～８月２９日
ベトナム国際ビル建築エキスポ ８月２７日～８月２９日
ベトナム国際店舗産業ショー＆フランチャイズショー ２００９ ９月１０日～９月１２日
PIA ベトナム２００９＆産業オートメーションベトナム ２００９ ９月１６日～９月１８日
第２回国際防火安全展示会 ９月１７日～９月１９日
第８回国際木工産業フェア ９月２４日～９月２７日
第８回国際家具部品＆アクセサリー展示会 ９月２４日～９月２７日

Hanoi International Center
for Exhibition

印刷・実装技術・機械・機器国際展示会 ９月９日～９月１２日
プラスチック技術・機械製品・原材料に関する国際展示会 ９月９日～９月１２日
第７回ベトナム国際精密機械・機器・金属加工展示会 ９月２２日～９月２５日
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福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斎　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

ＧＷでは早速、ＥＴＣ割引制度を利用し

て大分の国東半島に行き、キャンプ場で１

泊して帰ってきました。人出を避けたプラ

ンだったので大きな渋滞に巻き込まれるこ

とはありませんでした。ただ、小雨のなか

のテント張りは大変でした。今年のＧＷは

雨のマイナス影響が大きかったようです。

９月の連休に期待がかかります。

太陽の黒点が１００年振りに消えている様
です（黒点周期）。長い間黒点が消えると、
太陽の活動が低下している状態を示すそう
です。過去には、黒点が消滅した時期に気
温が低下するなど、少なからず地球への影
響もあった様です。一方で、「地球温暖化」
が叫ばれている現在、黒点消滅が今後どの
ように地球環境に影響を及ぼすのか？心配
している人は「調査月報」の読者にもいる
はずです。

大学発シーズのご紹介“しーず君の研究

室訪問”も今回で５回目となりました。よ

うやく企業の皆様からお問い合わせをいた

だけるようになり、毎月の掲載が楽しみに

なってきたところです。継続は力なり！今

後も皆様のお役に立てるよう努めます。

島 浦 真 田 今 泉

上海万博開催まで１年を切り、会場建設

は急ピッチで進められています。中国政府

は来場者数を７，０００万人と見込んでいます

が、中国の人口から見れば、たったの５％

にしか過ぎません。人口の多さや沿海部と

内陸部の所得格差に驚く機会が多く、改め

てここは普通の国ではないと実感させられ

ます。

「ＴＯＰに聞く」の取材にあたっては元

気な企業のお取組みや社長様のお考え等を

ご紹介することで、読者の皆様に事業展開

上のヒント等をご提供したい、という思い

で取組んでいます。そして、同様の思いで、

先月「シリコンアイランド九州の革新者た

ち」を刊行いたしました。こちらも是非ご

覧下さい。

経済動向では、多くの指標で悪い数値が

並びました。しかし、景気低迷の逆風下で

も、消費者ニーズを捉えた企業は好調です。

商品を選択する目が厳しさを増す中、初期

投資は高くても費用対効果の高い「エコ」、

満足度の高い「娯楽」、ブランドより品質

や機能を重視する「本物志向」などがキー

ワードのようです。

守 部 花 谷 大 庭

ＦＦＧ調査月報１３号 ２００９年５月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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